
令和 5 年 11 ⽉ 21 ⽇ 
⽇本原燃株式会社 

今後の進め⽅ 
１．全体の進め⽅（別添１） 

 「１．設計条件及び評価判断基準」に当たる再処理施設及び廃棄物管理施設の⼊⼒地震動の策定を
優先して説明。

 上記と並⾏して、「２．具体的な設備等の設計」（「2-1︓システム設計、構造設計等」、「2-2︓解析・
評価等」）として整理すべき事項等の整理、具体的な構造設計等の説明を実施。MOX 燃料加⼯施設
を例として、構造設計等として説明すべき内容等の説明⽅針、設備の構造等の類似性を踏まえた類型化
及び代表による構造設計の説明等の整理を進め、再処理施設及び廃棄物管理施設へも展開。

 「１．設計条件及び評価判断基準」の⼊⼒地震動の策定に係る結果を踏まえ、設計⽤地震⼒（FRS
等）、耐震計算等を⾏い、それらを「2-2︓解析・評価等」の⽅針を踏まえた計算結果等の説明に当たる
「3-2︓評価判断基準等との照合」で引き渡し、説明を実施。（ここに⾄るまでの説明事項は、上記項⽬
で対応）

 共通１２による「２．具体的な設備等の設計」の整理結果を申請書の構成等を踏まえた 00 資料に反
映し、申請書全体としての構成等の確認を⾏う。その後申請書への反映を実施。

２．今後の審査会合での説明⽅針 
 １．を踏まえ⾄近での審査会合での説明の進め⽅としては、以下のとおり考えている。
 12 ⽉審査会合

・１．設計条件及び評価判断基準︓追加ボーリング調査データ取得状況、「敷地地盤の特徴をとら
えた地盤構造」の⾒通し、「基本地盤モデル」の設定⽅針

・２．具体的な設備等の設計（2-1︓システム設計、構造設計等）︓「再処理、廃棄物管理の説
明グループ１」に係る構造設計等の対応状況、再処理、廃棄物管理の設計説明分類、説明グルー
プの設定、「2-2︓解析・評価等」に係る具体的な設備等の設計（共通 12）としての整理⽅針

 その後（準備整い次第）の審査会合
・地盤モデル設定に係る「追加調査結果」、 「基本地盤モデル設定結果」、「設計への反映⼿順」
・「再処理、廃棄物管理の説明グループ１」、「MOX 説明グループ２」等に係る構造設計等の説明

３．各活動の実施状況及び当⾯の進め⽅ 
３．１ 具体的な設備等の設計（共通 12）に係る進め⽅ 
 「２．今後の審査会合での説明⽅針」を達成するため「具体的な設備等の設計（共通 12）」について、複数

のタスクを関連性をもって進める。⾄近の対応が必要な事項の対応は以下のとおり。
 「２．具体的な設備等の設計（2-1︓システム設計、構造設計等）」に係る検討を実施。
 再処理施設、廃棄物管理施設の設計説明分類・説明グループの設定

 SA の要求事項の整理、DB の設計項⽬の整理等の結果を踏まえ、説明グループの設定に係る整理を
⾏う。（考え⽅に基づいた整理結果（8・36 条以外）︓11/21 提出 11/22 ヒア、考え⽅に基づい
た整理結果（8・36 条）︓12/1 提出 12/5 ヒア、考え⽅に基づいた整理結果（全条⽂）︓
12/12 提出 12/13 ヒア、共通１２別添１︓12/1 提出 12/5 ヒア、12/12 提出 12/13 ヒア）

 要求事項を踏まえた構造設計等と解析・評価等での説明事項の仕分け、DB/SA の共通事項の整理等
（溢⽔、⻯巻等）
 要求事項を踏まえた構造設計等と解析・評価等での説明事項の仕分けに係る整理を DB の要求事項

を対象として「⻯巻による損傷の防⽌に係る対応⽅針」、「溢⽔・化学薬品の漏えいによる損傷の防⽌
に係る設計⽅針」、「再処理説明グループ１に係る対応⽅針」に係るタスクで実施（⻯巻等︓11/17

【公開版】
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ヒアを踏まえた修正版を 11/28 提出 11/30 ヒア）（溢⽔︓11/8 ヒアを踏まえた修正版を 11/24
提出 11/30 ヒア））なお、溢⽔については、DB の設計項⽬における具体的な説明内容を併せて⽰
す。 

 上記と並⾏して、SA の要求事項の整理（要求事項と DB 設計の関係整理）を「再処理説明グルー
プ１に係る対応⽅針」に係るタスクで実施（11/17 ヒアを踏まえた修正版を 11/27 提出 11/29 ヒ
ア） 

 上記２つの整理結果を踏まえ、DB/SA の紐づけ整理を実施。（DB 基本設計⽅針との紐付︓12/1
提出 12/5 ヒア、12/12 提出 12/13 ヒア、SA の設計項⽬の整理、DB 設計項⽬との関係整理︓
12/8 提出 12/14 ヒア） 

 再処理説明グループ１に係る共通１２の作成、説明 
 MOX 説明グループ 1 に係る構造設計等の記載事項の整理実績を踏まえ、共通１２本⽂・参考資

料・作成ガイドに基づき、再処理説明グループ１に係る共通１２を作成し、説明を⾏う。（11/30 提
出 12/6 ヒア） 

 
 「２．具体的な設備等の設計（2-2︓解析・評価等）」に係る整理 
 資料４における説明ロジックの整理（設⼯認 計算（評価）⽅針、計算書（評価書）との紐づけ等） 
 資料４における整理⽅針に係る説明を⾏う。（11/15 ヒアを踏まえた修正等 11/21 提出 11/22 ヒア

（今後の進め⽅ヒア）、共通 12 本⽂、参考資料への反映及び MOX 説明グループ１の資料４への展
開︓12/5 提出 12/8 ヒア） 

 
３．２ 耐震関係（⼊⼒地震動の策定）の進め⽅ 
 「２．今後の審査会合での説明⽅針」を達成するため、以下の項⽬についての検討を進める。 

（「敷地地盤の特徴をとらえた地盤構造」「基本地盤モデル」の⾔葉遣いは今後整理します） 
（１）追加ボーリング調査によるデータ採取＋得られたデータの分析による「敷地地盤の特徴をとらえた地盤構造」 
     の整理 

 耐震建物 08 の修正 
・10/6,10,30,11/14 ヒアリングの反映 
・「敷地地盤の特徴をとらえた地盤構造」の⾒通し+基本地盤モデル設定の考え⽅ 
→11/22 資料提出 11/29 ヒア 

 追加調査取得データについて、順次提⽰（パワーポイント） 
・ 12/6 減衰定数に関するデータ（S 波検層）及び分析結果提出→7 ⽇ PM ヒア希望 
・ 12/11 表層地盤物性のデータ及び分析結果提出→12 ⽇ AM ヒア希望 
・ 1/B〜 岩⽯コア含めた全取得データ反映した分析結果提出 

 
（２）基本地盤モデルの設定 

 基本地盤モデルの設定の考え⽅（⽅針）（11/22 提出の耐震建物 08 に⾻格反映） 
 追加調査結果の分析踏まえ、検討結果まとまり次第資料提出（1/B〜） 

 
（３）⼊⼒地震動の策定（その後、設計⽤地震⼒（FRS 等）の設定・耐震計算） 

 策定した基本地盤モデルに基づき⼊⼒地震動を策定。検討まとまり次第資料提出（1/B〜） 
以 上 
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１．設計条件及び評価判断基準 ２．具体的な設備等の設計 ３．具体的な設備等の設計と評価判断基準との照合

⼊⼒地震動の策定

共通12（資料１〜３）、個別補⾜説明資料

【2-1︓システム設計、構造設計等】

【2-2︓解析・評価等】

(2-2）共通12（資料４）、計算（評価）⽅針等
(3-2）計算書（評価書）、個別補⾜説明資料

【3-1︓設計要求等との照合】

【3-2︓評価判断基準等との照合】

設計⽤地震⼒（FRS等）、耐震計算

• 地震観測記録による減衰定数の検討
• 表層物性に係る検討
• 追加データ調査の結果を踏まえた検討
• 基本地盤モデルの設定
• ⼊⼒地震動の策定

• ⼊⼒地震動の設定結果を踏まえた設計
⽤地震⼒（FRS等）の評価

• 設計⽤地震⼒に基づく建屋、機器等の耐
震計算等の実施

00資料への反映（別紙１、別紙４、別紙５等）

• 共通12の⽬的、共通12における具体的な設備等の設計に係る全体像等
• MOX説明グループ１を例とした共通１２各資料での記載事項の整理
• 設計説明分類・説明グループの設定、要求事項を踏まえた構造設計等と
解析・評価等での説明事項の仕分け、DB/SAの共通事項の整理等（溢
⽔、⻯巻等）

• 資料４における説明ロジックの整理（（設⼯認 計算（評価）⽅針、
計算書（評価書）との紐づけ等）

• MOX説明グループ１を例とした共通１２での記載事項の整理

00資料への反映（別紙１、別紙４、別紙５等）

申請書不備に係る原
因、対策 申請書への反映

※計算結果を反映

【別添１】

※２/４⾴参照

※２/４⾴参照

※２/４⾴参照

（１/4）
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設計説明分類、説明グループ、主条⽂、関連条⽂の整理
合わせて評価等を⾏う項⽬に係る設計基準と重⼤事故で共通する構造設
計等の整理（共通１２ 資料２での条⽂間の関係性）

共通１２（本⽂、全体の整理⽅針）
共通１２（説明グループ１構造設計等（２－１） ）

・共通12の⽬的、共通12で整理する事項の全体像等の整
理、作成⽅針（ガイド）の整備（対応⽅針1.1①、②）

・設計説明分類・説明グループの設定、構造設計等と解析・
評価等で⽰す事項の整理、DB/SAの類似となる設計⽅針
の整理等（対応⽅針1.1③、④、⑤）

・説明グループ１に係る説明（関連する個別補⾜説明資料
を含む）

ヒアリング予定等︓9/15 （共通12本⽂等） 、10/5（共通12本
⽂等）、10/24,11/8,11/17（ガイド）、
10/26,10/27,11/9,11/10 ,12/8（説明グループ１）

共通１２（説明グループ２ 構造設計等（２－１））
共通１２の説明（設計説明分類︓内的事象 溢⽔対

策設備、防護対象設備等）
（資料３での構造設計等に個別補⾜説明資料を含む）

共通１２の説明（設計説明分類︓外的事象 対策設備、
防護対象設備等）

（⻯巻、⽕⼭、その他等の外部衝撃等に係る資料３での構造
設計等に関連する個別補⾜説明資料を含む）

溢⽔、化学薬品の漏えいに係る設計⽅針の整理
・基本設計⽅針を踏まえた評価要求と構造設計等の設計
項⽬の整理（資料２、３、４関連）
 評価対象の選定、⽌⽔板・蓋の設計の考え⽅等の

整理
・合わせて設計、評価等を⽰す項⽬に係る設計基準と重
⼤事故で共通する構造設計等の整理（資料２関連）

⻯巻防護対策設備等に係る設計⽅針の整理
・基本設計⽅針を踏まえた評価要求と構造設計等の設計項⽬
の整理（資料２、３、４関連）

・合わせて設計、評価等を⽰す項⽬に係る設計基準と重⼤事故
で共通する構造設計等の整理（資料２関連）

・開⼝等の⻯巻防護に関連する設備の構造概要等
ヒアリング予定等︓ 9/11（対応⽅針）、9/22 、10/5 （基
本設計⽅針を踏まえた評価要求と構造設計等の設計項⽬の整
理等） 、10/25、11/8、11/17、11/30（ＤＢの設計項⽬の
整理）

共通１２関連として説明する事項及びその関係性

ヒアリング予定等︓ 9/14（対応⽅針）、9/22（対応⽅
針）、10/5（構造設計等と解析・評価等で⽰す事項の
整理等） 、10/25、11/8、11/30（ＤＢの設計項⽬の
整理）

• 重⼤事故等に係る健全性説明書、個別施設説明書での記載事項の整理
• 設計基準と併せて評価等を⾏う項⽬に係る健全性説明書、⼦添付で重
⼤事故として⽰す設計⽅針の整理

設計説明分類、説明グループ、主条⽂、関連条⽂の整理、合わせて評価等を⾏う項⽬に係る設計基準と重
⼤事故で共通する構造設計等の整理（共通１２ 資料２での条⽂間の関係性）
再処理説明グループ１の対象条⽂に対しても上記整理を実施

共通１２（本⽂、全体の整理⽅針）
・資料４に係る記載⽅針等の整理（対応⽅針1.1⑥）

共通１２（説明グループ１ 解析・評価等（２－２））

ヒアリング予定等︓9/29、10/6 、10/20、10/27（今後の進め
⽅ヒア） 、11/15,11/22（今後の進め⽅ヒア）、12/8（説明
グループ１ 資料４）〜

※３/４⾴参照 ※３/４⾴参照

（２/４）

ヒアリング予定等︓ 12/6
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⻯ 巻 溢⽔、化学薬品説明グループ１に関連す
る⻯巻以外の事象等SA

DBの設計項⽬の整理

DB/SAの紐づけ整理

DBの設計項⽬の整理DBの設計項⽬の整理SAの要求事項
の整理（要求
事項とDB設計
の関係整理）

作成⽅針
（ガイド）

共通１２の作成
⽅針（ガイド）
の整備

共通１２作成

共通１２作成

共通１２MOX説明グ
ループ１の修正

DB/SAの紐づけ整理 DB/SAの紐づけ整理

共通１２本体対応⽅針 再処理 説明グループ１ 対応⽅針 ⻯巻による損傷の防⽌に係る対応⽅針 溢⽔、化学薬品漏えいによる損傷の防
⽌に係る対応⽅針

（３/４）

5



DBの設計項⽬の整理

SAの要求事項の整理
（要求事項とDB設計の
関係整理）

共通１２作成

DB/SAの紐づけ整理

設計説明分類、説明グループの設定
（共通１２本⽂、別添へ反映）

11⽉30⽇提出⽬標

11/2提出、11/8ヒア、11/15提出、11/17ヒア、11/27提出、11/29ヒア

11/28提出、11/30ヒア(溢⽔以外)、11/24提出、
11/30ヒア(溢⽔)

（４/４）

⾃然現象、⼈為事象に対する重⼤事故対処設備への影響
度，事象進展に対する時間余裕等を考慮した設計⽅針の
整理及び要求事項の具体的な設計（SA特有の考慮事
項）の整理も併せて実施（常設SA設備のうちアンテナ
（受信部）の外部ハザードにより損傷した場合の予備品へ
の交換による機能維持等）

説明すべき項⽬の整理結果（8・36条以外）︓11/21提出 11/22ヒア
説明すべき項⽬の整理結果（8・36条）︓12/1提出 12/5ヒア
説明すべき項⽬の整理結果（全条⽂）︓12/12提出 12/13ヒア
➡共通１２別添１︓12/1提出 12/5ヒア、12/12提出 12/13ヒア

• DBの設計項⽬の整理において構造
設計、配置設計等として挙げた項⽬
の具体的な設計情報の⽰し⽅の整
理

• 複数の設計説明分類間、設計説明
分類内での代表選定の整理

も併せて実施

DB基本設計⽅針との紐付︓12/1提出 12/5ヒア、12/12提出
12/13ヒア、SAの設計項⽬の整理、DB設計項⽬との関係整理︓
12/8提出 12/14ヒア 11/30提出、12/6ヒア
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12⽉ 審査会合

資料4の記載⽅針等の整理

ヒアリング予定 11/15，11/22

➡資料「共通12 資料4の記載⽅針等の
整理」に整理⽅針について⽰す。

本⽂，参考資料，説明グループ１
ヒアリング予定︓12/8

・11⽉で議論した内容を踏まえ，本⽂，参考資料への組み込み，
説明グループ１の資料４について提⽰を⾏う。

・以下2点の整理⽅針について調整する。
(1)資料4として，評価パターンごとに，説明を⾏う評価項⽬の設定についての整理の考え⽅。※
(2)(1)で整理した評価項⽬の，評価⽅法，評価条件等の設定についての資料4における説明内容

※ (1)は，評価パターンとして添付書類の基本的な構成を整理する。分類は次の通り。
① 耐震評価等の評価(計算)⽅針，評価書(計算書)で説明するもの
② 機能・性能に係る仕様の妥当性評価等の適合性説明書において構造設計等と合わせて説明するもの
③ 設定根拠説明書において説明するもの
添付書類等の構成から，次のステップで評価⽅法等の説明を⾏う評価項⽬の整理を⾏うことを考えている。
まずは，説明グループ1の評価について整理を⾏い，説明グループ1として説明する評価項⽬を確定する。

資料４に係る記載⽅針等の整理についての進め⽅ 別添２
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共通１２ 資料４に係る記載⽅針等の整理
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共通１２ 資料４に係る整理⽅針

• 「解析・評価等」の具体の設備等の設計については，以下に⽰す項⽬について整理し，説明を⾏う。

１．解析・評価等として説明すべき項⽬を漏れなく抽出する。
本項については，資料２を⽤いて，解析・評価等として説明すべき項⽬を漏れなく抽出する。

２．上記１. で抽出した解析・評価等について，評価パターンで分類した上で，評価項⽬を設定する。
本項については，評価パターンとして評価に係る添付書類の基本的な構成を整理する。
評価項⽬の設定は，評価パターンを踏まえた添付書類の構成を整理し，3.において評価⽅法，評価条

件等の説明を⾏う評価項⽬について説明する。

３．上記２．の評価項⽬について評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅を説明する。
本項については，２．の評価項⽬ごとに，評価⽅法について説明し，評価⽅法に沿った評価のため，

設定が必要な評価条件等を明確にし，各項⽬の設定の考え⽅を説明する。
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1. 解析・評価等として説明すべき項⽬の抽出

• 解析・評価等としての説明すべき項⽬は資料２において，以下①，②，③の観点で，設計項⽬を「評
価」とすることにより，資料４の説明項⽬として漏れなく抽出する。

① 要求種別を評価要求としている基本設計⽅針
② 要求種別を機能要求②としている基本設計⽅針のうち，機能，性能の根拠となる仕様が，容量等

の数値の積み上げ，要求値との⽐較により，その妥当性を説明するもの。
③ 上記の機能，性能の根拠となる仕様（例︓ファンの容量）を系統で達成する設備は，系統設計とし

て要求される仕様（例︓主配管の外径・厚さ，ファンの原動機出⼒ ）。

上記の考え⽅を踏まえた、解析・評価等として説明すべき項⽬の抽出，整理イメージを次⾴以降に⽰す。
また，整理イメージに⽰す評価項⽬⼀覧表（ＭＯＸ 説明グループ１）を別紙１に⽰す。なお，今回，

２．の添付書類の構成を踏まえた整理が，まだできていない耐震評価等は，今後整理を進め，別紙1に⽰
す情報を更新していく。
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解析・評価等として説明項⽬の抽出 イメージ

資料2 第10条 閉じ込め

資料４ 1. 評価項⽬⼀覧表

基本設計⽅針等の設計⽅
針の要求事項を担保，条
件となる仕様表の仕様を記
載。＜ ＞内は機種名。

２．の整理を踏まえ、３．
で，評価⽅法，評価条件
等の説明単位である，評価
項⽬を記載する。

資料２で設計項⽬「評価」とした，基本設
計⽅針について，「設計項⽬の考え⽅」欄
に記載する評価内容等について，全て資

料４の評価項⽬⼀覧表に展開する。

仕様表の仕様について，資料3,資料4のどの設計説明分
類の設計項⽬で展開が必要なのかを考え，該当する「設
計項⽬の考え⽅」欄に展開対象となる仕様を記載する。ま
た，仕様が適合説明のどこの担保，条件となるのか，設
計項⽬の考え⽅で読めるように記載する。 資料３の構

造設計等の
適合性説明
において展開。

基本設計⽅針等の設計⽅針の要求事項に対して，解析・評価等により適合性を説
明する評価項⽬，またその評価条件については，設計項⽬「評価」として整理。

２．の添付書類の構成整
理を踏まえ記載する。

【評価】︓基本設計⽅針を受けて，適合性
のため評価により確認するもの
【評価条件】︓基本設計⽅針が，評価⽅法
，評価条件に係る⽅針

11
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２．評価パターンの分類と評価項⽬の設定

１．で抽出した解析・評価等の評価を，評価パターンごとに分類し，3.で説明を⾏う評価項⽬について
添付書類の体系をもとに，説明する。

• 評価パターンとして添付書類の基本的な構成を整理する。 分類は次のとおり。

(1) 評価(計算)⽅針，評価(計算)書により説明するもの（応⼒評価※）

(2) 機能・性能に係る仕様の妥当性評価等の適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせ
て説明するもの（換気⾵量に係る評価，貯蔵施設の除熱評価，漏えい液受⽫の液体の放射性
物質の漏えい防⽌評価，搬送設備の定格荷重の評価等）

(3) 設定根拠説明書において説明するもの（系統設計としての仕様のポンプ／ファンの原動機出⼒，
主配管の外径・厚さ等）

• 上記，評価パターンを踏まえ，評価に係る添付書類の構成を整理し，３．で評価⽅法，評価条件
等の設定⽅針について，説明を⾏う評価項⽬を設定する。
以降に，添付書類の構成を踏まえた，評価項⽬の整理⽅針のイメージを⽰す。
また，説明グループ１の評価項⽬について整理した結果を別紙２に⽰す。
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評価パターンの分類と評価項⽬の設定の整理イメージ
前⾴に⽰す(1)~(3)のいづれの
評価パターンに該当するかを記
載する。

次の「3.」で評価⽅法，評価条
件等の説明を⾏う評価の単位を
評価項⽬として設定する。

評価に係る構造設計等の添付書
類の記載がある場合は、関連内容
を記載する。

他の添付書類、仕様表へのイ
ンプット、アウトプットをわかるよ
うにする。

評価⽅法､評価条件等について記載する
添付書類、章・項⽬を⻘枠で明確にする。
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３. 評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅について

2.で整理した評価項⽬ごとに，評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅を説明する。

• 評価⽅法は，評価の全体がわかるように，評価の⽬的，評価条件，許容値・許容限界，評価式の観
点で説明するとともに，各項⽬の設定の考え⽅の概要を記載する。

• 上記の評価⽅法で⽰す評価条件等の各項⽬に対して，具体的な設定の考え⽅を，設⼯認申請書の添
付書類と同程度の記載内容で説明する。また，評価条件等について，資料3の構造設計等と関連する場
合及び，既認可からの変更がある場合は注記で記載する。

以降に，評価項⽬（10条ー① 漏えい液受⽫の⾼さの閉じ込め機能に係る妥当性評価）の例⽰を⽰す。
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10条ー① 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価（漏えい液受⽫，施設外漏えい防⽌堰）

1. 評価⽅法

放射性物質を含む液体を取り扱うグローブボックス及びオープンポートボックスは，貯槽等から放射性物質を含む液体が漏えいした場合に，グロ
ーブボックス及びオープンポートボックス底部の漏えい液受⽫により，グローブボックス及びオープンポートボックスに放射性物質を含む液体を閉じ込
めることができる構造であることを評価にて確認する。

評価にあたって，対象となるグローブボックス及びオープンポートボックスを選定し，想定する漏えい量，漏えい液を保持する漏えい液受⽫の⾯
積，漏えい液受⽫内の内装架台等による⽋損部の体積から，漏えい液受⽫に⽣じる漏えい液の漏えい⾼さを算出し，設計上定める漏えい液
受⽫の⾼さを超えないことを評価する。

２. 評価対象の設定

３. 評価条件
３.1 漏えい量の設定

３.2 漏えい液受⽫⾯積

３.3 ⽋損部の容積

５. 評価式

４. 許容限界（漏えい受⽫⾼さ）

漏えい液受⽫の⾼さの妥当性評価に係るプロセス
【2.】放射性物質を含む液体を取り扱う貯槽等を設置するグローブボックス及びオ
ープンポートボックスを対象に設定する。

【3.1】 放射性物質を含む液体の処理をバッチ単位で⾏う⼯程であることから，
常時，液体が系統全体に供給されることはない。このため，最⼤の保有量を有
する1機器を漏えい対象機器とし，当該機器の容量を漏えい量として設定する。
【3.2】 漏えい液受⽫の⾯積は，漏えい液受⽫の内径とし，仕様表に⽰す⼨
法から部材⻑さを設定する。
【3.3】 漏えい液受⽫の範囲には内装架台等が存在することから，漏えい液位
の算出においては，これら内装架台等の体積を⽋損部の容積として扱う。

【4.】 漏えい液受⽫⾼さを許容限界とし，想定する漏えい量による漏えい液位
が，漏えい液受⽫⾼さを上回らないことを確認する。

【5.】 各評価対象で⽣じる漏えい液位は，下式より求める。
漏えい液位＝(漏えい量+内装架台等の容積)÷漏えい液受⽫⾯積

以降の⾴に⽰す評価条件等の設定の考え⽅を要約した記載。

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（１／６） ＜注＞現状，漏えい液受⽫のみの評価説明になっ
ているが、施設外漏えい防⽌堰も含めた評価⽅法，
評価条件等の考え⽅に今後修正を予定
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2. 評価対象の設定
MOX燃料加⼯施設で発⽣する液体状の放射性物質は，分析時に発⽣する分析済液及び管理区域内で発⽣する廃⽔であり，これらは，分析

設備の分析済液処理装置⼜は低レベル廃液処理設備で貯留し，吸着等の処理を⾏う。このうち，放射性物質濃度が⽐較的⾼い分析時に発⽣す
る分析済液に由来する液体状の放射性物質はグローブボックス及びオープンポートボックス内に設置する貯槽等で取り扱い，これら貯槽等から放射性
物質が漏えいした場合に，グローブボックス及びオープンポートボックス外への漏えいすることを防⽌するため，漏えい液受⽫を設ける設計としている。
評価対象は，上記の放射性物質を含む液体を貯留する貯槽等を設置する以下に⽰すオープンポートボックス及びグローブボックス(漏えい液受⽫)と

する。グローブボックス内の放射性物質を含む液体を貯留する貯槽等の配置と漏えい時にそれを受ける漏えい液受⽫の関係は，「3.1 漏えい量の設
定」の中で詳細を説明にする。

＜低レベル廃液処理設備＞ 吸着処理オープンポートボックス、ろ過処理オープンポートボックス
＜分析設備 分析済液処理装置＞ 分析済液中和固液分離グローブボックス、ろ過・第1活性炭処理グローブボックス、第2活性炭・

吸着処理グローブボックス
３. 評価条件
３.1 漏えい量の設定

想定する漏えい量の設定は，対象となる設備の⼯程，構造，液体の保有量から，漏えい量を設定する。
(1) 低レベル廃液処理設備

低レベル廃液処理設備は，放射性物質を含む液体の処理をバッチ単位で⾏う⼯程であることから，常時，液体が系統全体に供給される
ことはないため，抽出した機器のうち，各漏えい液受⽫ごとに最⼤の保有量を有する1機器を漏えい対象機器とし，当該機器の全量を漏えい
量として設定する。

(2) 分析設備
分析設備の分析済液処理装置は，放射性物質を含む液体の処理をバッチ単位で⾏う⼯程であることから，常時，液体が系統全体に供

給されることはないため，抽出した機器のうち，各漏えい液受⽫ごとに最⼤の保有量を有する1機器を漏えい対象機器とし，当該機器の全量
を漏えい量として設定する。

上記，各漏えい液受⽫に対する漏えい対象機器の抽出及び漏えい対象機器の容量については設計図書を⽤いて設定する。 ※１

以降，評価⽅法で⽰す各項⽬の考え⽅を
添付書類の記載程度で、具体的な設定⽅針
を記載する。説明を拡充すべき事項は追加で
記載していく。
細かな評価条件等の根拠は個別補⾜説明

資料で⽰す。

設置受⽫ 設置機器 機器の容量[L]

ろ過・第1活性炭処理グローブボックス漏えい液受⽫1(X-94)

第1活性炭処理第1プレフィルタ 3
第1活性炭処理第2プレフィルタ 3
第1活性炭処理第1処理塔 53
第1活性炭処理第2処理塔 53

第1活性炭処理液受槽 65

評価条件等の数値は
代表となる漏えい液
受⽫のみ⽰す。
代表以外は､後ろに
添付として⽰す。（以
降同じ）

第3.1表 グローブボックス、オープンポートボックス内の漏えい液受⽫及び放射性物質を含む液体を内包する機器の容量(代表)

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（２／６）

9

※１︓漏えい量の設定の⽅法についての詳細を個別補⾜説明資料「閉込03 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価に係る評価条件について(仮) 」に⽰す。

注︓漏えい液受⽫のうち，漏えい対象となる機器が複数あるものから，代表で⽰す漏えい液受⽫を選択している。代表以外は添付に⽰す。 16



10

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（３／６）

３.2 漏えい液受⽫⾯積
漏えい液受⽫の⾯積は，漏えい液受⽫の内径とし，仕様表に⽰す⼨法から部材⻑さを設定し，⽇本産業規格に基づく漏えい液受⽫の製作

公差を考慮し，0.95を乗じて設定する。 また，仕様表に記載する漏えい液受⽫の主要⼨法のたて、横は，内⼨を⽰している。
例︓ろ過・第1活性炭処理グローブボックス漏えい液受⽫1(X-94)の場合 2985mm(たて)×988mm(横)×0.95＝28017cm2

3.3 ⽋損部の容積
漏えい液受⽫の範囲には内装架台等が存在することから，漏えい液位の算出においては，これら内装架台等の体積を⽋損部の容積として扱う

。
⽋損部は，保守的に漏えい液受⽫⾼さまでに⼲渉する体積を⽋損部として考慮する。
⽋損部の容積は，設計図書の内装架台等の⼨法より算出し，設定する。 （図中の⻘ハッチング部の体積を⽋損部とする。）※2

漏えい液受⽫

GB、OPB〜 〜

漏えい液受
⽫⾼さ

内装架台座 ポンプ座

ﾎﾟﾝﾌﾟ

回収槽脚部座

回収槽脚

回収槽内装架
台柱

内装架台梁

GB、OPB柱

※２︓⽋損部の容積の設定についての詳細を個別補⾜説明資料 「閉込03 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価に係る評価条件について(仮)」に⽰す。
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資料3の構造設計等と関連する評価条件
については，注記により，関連する構造設
計等と紐付を⾏う。

グローブボック
ス漏えい液受
皿

漏えい
量

(㎝3)

内装架台等
の容積
(㎝3)

漏えい量と内装架
台等の容積の合

計
(㎝3)

漏えい液
受皿たて
寸法(mm)

漏えい液
受皿横寸
法(mm)

漏えい液受
皿面積
(㎝2)

漏えい液
位

(mm)

漏えい液受皿高
さ

(mm)
判定

X-94 65000 17516 82516 2985 988 28017 30 合

第6.1表 漏えい液受⽫の評価結果（代表）

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（３／６）

４. 許容限界
漏えい受⽫の許容限界は，漏えい液受⽫⾼さを許容限界とし，想定する漏えい量による漏えい液位が，漏えい液受⽫⾼さを上回らないことを確

認する。 漏えい液受⽫⾼さは，仕様表に⽰す⼨法から設定する。 ※3
※３︓資料３「グローブボックス（オープンポートボックス，フードを含む）の構造設計」（説明Gr1)(10条-11）において，グローブボックス及びオ

ープンポートボックスの底部を漏えい液受⽫構造とし，想定される漏えい液の全量が受けられる⾼さを有した構造とすることを⽰しており，この
漏えい液受⽫の⾼さを許容限界として設定する。

５. 計算式
各評価対象で⽣じる漏えい液位は，以下の式より求める。
漏えい液位＝(漏えい量+内装架台等の容積)÷漏えい液受⽫⾯積

６．評価結果
漏えい液受⽫の評価結果を以下に⽰す。

注︓漏えい液受⽫のうち，漏えい対象となる機器が複数あるものから，代表で⽰す漏えい液受⽫を選択している。代表以外は添付に⽰す。
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添 付

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（４／６）
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13

設置受⽫ 設置機器 機器の容量[L]
分析済液中和固液分離グローブボックス漏えい液受⽫1(X-90) ポリビン 23

分析済液中和固液分離グローブボックス漏えい液受⽫2(X-91) 中和ろ液受槽A，B 65
遠⼼分離処理液受槽 65

分析済液中和固液分離グローブボックス漏えい液受⽫3(X-92) 分析済液中和槽A，B 60

分析済液中和固液分離グローブボックス漏えい液受⽫4(X-93) 排ガス洗浄塔 8

ろ過・第1活性炭処理グローブボックス漏えい液受⽫1(X-94)

第1活性炭処理第1プレフィルタ 3
第1活性炭処理第2プレフィルタ 3
第1活性炭処理第1処理塔 53
第1活性炭処理第2処理塔 53

第1活性炭処理液受槽 65

ろ過・第1活性炭処理グローブボックス漏えい液受⽫2(X-95)

ろ過処理供給槽 65
第1ろ過装置 10
第2ろ過装置 10

第2ろ過処理液受槽 65
第1活性炭処理供給槽 65

第2活性炭・吸着処理グローブボックス漏えい液受⽫1(X-97)
第2活性炭処理供給槽 65

第2活性炭処理塔A，B，C，D 12
第2活性炭処理液受槽 65

吸着処理供給槽 65

第2活性炭・吸着処理グローブボックス漏えい液受⽫2(X-98)
吸着処理塔 53

吸着処理アフタフィルタ 3
吸着処理液受槽A，B 65

希釈槽 130
吸着処理オープンポートボックス漏えい液受⽫(X-29) 吸着処理塔A，B 53

吸着処理後フィルタA，B 3

ろ過処理オープンポートボックス漏えい液受⽫(X-79)

第1ろ過処理装置 65
第2ろ過処理装置 65
ろ過処理前フィルタ 3

精密ろ過装置 10
限外ろ過装置 10

第3.1表 グローブボックス、オープンポートボックス内の漏えい液受⽫及び放射性物質を含む液体を内包する機器の容量

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（５／６） 代表以外の⼊⼒、出⼒の具体
情報は，添付として⽰す。
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漏えい液受⽫ 漏えい量
(㎝3)

内装架台等
の容積
(㎝3)

漏えい量と内
装架台等の
容積の合計

(㎝3)

漏えい液受
皿たて寸法

(mm)

漏えい液受
皿横寸法

(mm)

漏えい液受
皿面積
(㎝2)

漏えい液位
(mm)

漏えい液受皿高さ
(mm)

判定

グローブボッ
クス漏えい
液受⽫

X-90 23000 11040 34040 988 988 9273 37 合

X-91 65000 13484 78484 1676 988 15731 50 合

X-92 60000 11050 71050 1988 988 18659 39 合

X-93 8000 13161 21161 1988 988 18659 12 合

X-94 65000 17516 82516 2985 988 28017 30 合

X-95 65000 17096 82096 2988 988 28045 30 合

X-97 65000 31828 96828 2988 988 28045 35 合

X-98 130000 23051 153051 2985 988 28017 55 合

オープン
ポートボック
ス漏えい液
受⽫

X-29 53000 11296 64296 2988 988 28045 23 合

X-79 65000 11296 76296 2988 988 28045 28 合

第6.1表 漏えい液受⽫の評価結果

評価⽅法，評価条件等の設定の考え⽅の整理イメージ（６／６）
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評価項目一覧表 (MOX 説明グループ１に係る条文) 別紙１

5条26条-5-3 (a) 【評価条件】　(許容
限界)

Ｂクラス及びＣクラスの施設の地盤の許容限界の設定の考
え⽅について説明する。

－ 　【Ⅲ-1-1-2】地盤の⽀持性能に係る基本⽅針

(a) 有限要素モデル 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書
　【Ⅲ-2-1-2-2-2】グローブボックス消⽕装置の耐震計算書

(b) 質点系モデル 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-1-1】剛体設備の耐震計算書

(c) 標準⽀持間隔 【評価】

Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して
その安全機能が損なわれるおそれがないことを評価（配管
系︓標準⽀持間隔法）にて説明する。

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

○配管・ダクト
　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針
○ダンパ（動的機能維持）
＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-2】ダンパの耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-3】ダンパの動的機能維持評価に関する耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-3-1】ダンパの耐震計算書

(a) 有限要素モデル 【評価】

(b) 質点系モデル 【評価】

(c) 標準⽀持間隔 【評価】

Ｓクラスの施設は，弾性設計⽤地震動Sｄによる地震⼒⼜
は静的地震⼒のいずれか⼤きい⽅の地震⼒に対しておおむ
ね弾性状態に留まる範囲で耐えられることを評価（配管
系︓標準⽀持間隔法）にて説明する。

6条27条-14(c)　に同じ

(a) 【評価】

・波及的影響の考慮の「建屋内における下位クラス施設の
損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響」のう
ち，構造強度を確保することにより上位クラス施設に波及的
影響を及ぼさない設計とする機器等が，必要な強度を有す
ることを評価にて説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-2-1-1】剛体設備の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-2】ラック／ピット／棚の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-3】搬送装置の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-4】遮蔽設備の耐震計算書

(b) 【評価】

・波及的影響の考慮の「建屋外における下位クラス施設の
損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響」のう
ち，構造強度を確保することにより上位クラス施設に波及的
影響を及ぼさない設計とする機器等が，必要な強度を有す
ることを評価にて説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-1-4】　波及的影響に係る基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-1】排気筒の地震応答計算書
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-2】排気筒の耐震計算書

(a) 質点系モデル 【評価】

常設耐震重要重⼤事故等対処設備が基準地震動Ssによ
る地震⼒に対して必要な機能が損なわれないことを評価
（機器︓質点系）にて説明する。 6条27条-14(a)　に同じ

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-1-1】剛体設備の耐震計算書

(b) 標準⽀持間隔 【評価】
常設耐震重要重⼤事故等対処設備が基準地震動Ssによ
る地震⼒に対して必要な機能が損なわれないことを評価
（配管系︓標準⽀持間隔法）にて説明する。

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

6条27条-31 (a) 【評価】

6条27条-22(b)　に同じ

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-1-4】　波及的影響に係る基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-2-1】　定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震性に関する計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2】　有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震性に関する計算書

6条27条-45 (a) 【評価条件】
静的地震⼒

建物・構築物の耐震計算で⽤いる静的地震⼒について設
定の考え⽅を説明する。 － 　【Ⅲ-1-1】耐震設計の基本⽅針

6条27条-46 (a) 【評価条件】
(静的地震⼒)

・　機器・配管系の耐震計算で⽤いる静的地震⼒について
設定の考え⽅を説明する。

－

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針

6条27条-53 (a)
【評価】
【評価条件】(動的解
析法)

・　建物・構築物の隣接建屋の影響評価について説明する。
・　建物・構築物の耐震計算で⽤いる動的解析法について
説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
　【Ⅲ-2-4-2-1-1】建物・構築物(⼟⽊構造物以外)の隣接建屋に関する影響評価

6条27条-56 (a)
【評価】
【評価条件】(動的解
析法)

「2-1　構造設計等」の構造を踏まえた解析モデルの条件の
設定の考え⽅について説明する。 　【Ⅲ-1-1-5】地震応答解析の基本⽅針

6条27条-57 (a)
【評価】
【評価条件】(動的地
震⼒の組合せ⽅法)

・　建物・構築物の⽔平2⽅向及び鉛直⽅向に係る影響評
価について説明する。
・　建物・構築物の耐震計算で⽤いる動的地震⼒の組合せ
⽅法について設定の考え⽅を説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-3-1-1】建物・構築物(⼟⽊構造物以外)の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する
影響評価

(a)

【評価】
【評価条件】(解析モ
デル，⼨法，断⾯
特性，材料特性，
質量，動的地震⼒
の組合せ⽅法)

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-3-2-1】機器・配管系の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する影響評価
　【Ⅲ-2-4-2-2-1】機器・配管系の隣接建屋に関する影響評価

(b)

【評価】
【評価条件】(解析モ
デル，⼨法，断⾯
特性，材料特性，
質量，動的地震⼒
の組合せ⽅法)

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
　【Ⅲ-2-3-2-1】機器・配管系の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する影響評価
　【Ⅲ-2-4-2-2-1】機器・配管系の隣接建屋に関する影響評価

(c)

【評価】
【評価条件】(解析モ
デル，⼨法，断⾯
特性，材料特性，
質量，動的地震⼒
の組合せ⽅法)

　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針
＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-2】ダンパの耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-3】ダンパの動的機能維持評価に関する耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-3-2-1】機器・配管系の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する影響評価
　【Ⅲ-2-4-2-2-1】機器・配管系の隣接建屋に関する影響評価

(d) 【評価条件】(固有周
期，拘束条件) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(e) 【評価条件】(固有周
期，拘束条件) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(f) 【評価条件】(固有周
期，拘束条件) － 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針

(g) 【評価条件】(固有周
期，拘束条件) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-2】ダンパの耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-3】ダンパの動的機能維持評価に関する耐震計算書作成の基本⽅針

(h) 【評価条件】︓固有
周期，拘束条件 －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針

条⽂ 評価に係る添付書類等
(評価条件は，評価条件の設定の⽅針を⽰す書類とする)

評価項⽬

※評価条件については適合性評価の中
の評価条件の設定の考え⽅で説明する

ため，「ー」とする。

耐震重要施設への波及的影響の考慮(建物・構築物)

常設耐震重要重⼤事故
等対処設備

常設耐震重要重⼤事故等対処設備への波及的影響評価

解析・評価等の説明すべき項⽬
分類

（評価／評価条
件）

Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して
その安全機能が損なわれるおそれがないことを評価（機器︓
有限要素，質点系）にて説明する。

Ｓクラスの施設は，弾性設計⽤地震動Sｄによる地震⼒⼜
は静的地震⼒のいずれか⼤きい⽅の地震⼒に対しておおむ
ね弾性状態に留まる範囲で耐えられることを評価（機器︓
有限要素，質点系）にて説明する。

耐震重要施設への波及的影響の考慮(機器・配管系)

Sクラス設備(基準地震動
Ｓｓ)

説明内容

<　>で関連する仕様表の機種と仕様項⽬を⽰す。

6条27条-14

6条27条-17
Sクラス設備(弾性設計⽤
地震動Ｓｄによる地震⼒
⼜は静的地震⼒)

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（ダクトの耐震⽀持⽅針⼜は
固有周期･拘束条件の考え⽅︓標準⽀持間隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の静的地震⼒

【施設共通 基本設計⽅針】
B,Cクラスの施設の建物・構築物の接地圧における許容限界

6条27条-26

6条27条-14(a)　に同じ

6条27条-22

基本設計⽅針
番号

6条27条-①　耐震評価（機器︓有限要
素，質点系）

6条27条-14(a)　に同じ

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

・　機器・配管系の⽔平2⽅向及び鉛直⽅向に係る影響評
価について説明する。
・　機器・配管系の隣接建屋の影響評価について説明する。

・　機器・配管系の耐震計算で⽤いる解析モデルの設定の
考え⽅，解析モデルの条件となる⼨法，断⾯特性，材料
特性及び質量の設定の考え⽅並びに動的地震⼒の組合せ
⽅法について設定の考え⽅を説明する。【施設共通 基本設計⽅針】

機器・配管系の動的解析⽅法（解析モデル等の設定の考え
⽅︓質点系モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（解析モデル等の設定の考え
⽅︓標準⽀持間隔）

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（電路等の耐震⽀持⽅針及
び固有周期･拘束条件の考え⽅︓質点系モデル）

第5条, 第26条
地盤
第6条, 第27条
地震による損傷の防⽌

【施設共通 基本設計⽅針】
建物・構築物の動的解析⽅法

⼟⽊構造物の動的解析

【施設共通 基本設計⽅針】
建物・構築物の動的地震⼒の組合せ⽅法

【施設共通 基本設計⽅針】
建物・構築物の静的地震⼒

6条27条-59

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（配管の耐震⽀持⽅針⼜は
固有周期･拘束条件の考え⽅︓標準⽀持間隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（解析モデル等の設定の考え
⽅︓有限要素モデル）

機器・配管系の耐震計算で⽤いる固有周期及び拘束条件
の設定の考え⽅について説明する。【施設共通 基本設計⽅針】

機器・配管系の動的解析⽅法（機器の耐震⽀持⽅針⼜は
固有周期･拘束条件の考え⽅︓有限要素モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
機器・配管系の動的解析⽅法（機器の耐震⽀持⽅針⼜は
固有周期･拘束条件の考え⽅︓質点系モデル）

それぞれの評価項⽬の間で関連性（インプット、アウトプット）がある場合に
ついて，今後，そのリンクがわかるような情報を追加する。
(記載イメージ)
【アウトプット】（アウトプット情報名）評価項⽬番号へ
【インプット】（インプット情報名）評価項⽬番号から
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条⽂ 評価に係る添付書類等
(評価条件は，評価条件の設定の⽅針を⽰す書類とする)

評価項⽬

※評価条件については適合性評価の中
の評価条件の設定の考え⽅で説明する

ため，「ー」とする。

解析・評価等の説明すべき項⽬
分類

（評価／評価条
件）

説明内容

<　>で関連する仕様表の機種と仕様項⽬を⽰す。

基本設計⽅針
番号

(a) 【評価条件】(減衰定
数) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(b) 【評価条件】(減衰定
数) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(c) 【評価条件】(減衰定
数) － 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針

　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

(d) 【評価条件】(減衰定
数)

建物・構築物の耐震計算で⽤いる減衰定数について設定の
考え⽅を説明する。 －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針(3.3　設計⽤地震動
⼜は地震⼒)

(a) 【評価】

建物・構築物に要求される機能を維持するために必要な構
造(構造強度設計)について，構造設計にて説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-1】排気筒の地震応答計算書
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-2】排気筒の耐震計算書

(b) 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書
　【Ⅲ-2-1-2-2-2】グローブボックス消⽕装置の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-2】ラック／ピット／棚の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-3】搬送装置の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-4】遮蔽設備の耐震計算書

(c) 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-1-1】剛体設備の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-1-1】剛体設備の耐震計算書

(d) 【評価】

機器・配管系は，要求される機能を維持するために必要な
強度を有する構造であることを評価（配管系︓標準⽀持
間隔法）にて説明する。

　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

(e) 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書

(f) 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-2-2-2】ダンパの耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-3】ダンパの動的機能維持評価に関する耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-1-1】剛体設備の耐震計算書
　【Ⅲ-2-1-2-2-2】グローブボックス消⽕装置の耐震計算書
　【Ⅲ-2-1-2-3-1】ダンパの耐震計算書

(g) 【評価】

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-1-2-1-1】剛体設備の耐震計算書

6条27条-69 (a) 【評価条件】(荷重の
組合せ)

安全機能を有する施設の建物・構築物の耐震計算で⽤い
る荷重の組合せについて設定の考え⽅を説明する。 － ＜計算に関する基本⽅針等＞

　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(a)
【評価条件】(荷重の
組合せ，圧⼒，⽐
重(密度))

－

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(b)
【評価条件】(荷重の
組合せ，圧⼒，⽐
重(密度))

－

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(c)
【評価条件】(荷重の
組合せ，圧⼒，⽐
重(密度))

－ 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

6条27条-71 (a) 【評価条件】(荷重の
組合せ)

重⼤事故等対処施設の建物・構築物の耐震計算で⽤いる
荷重の組合せについて設定の考え⽅を説明する。

－ 6条27条-69(a)　に同じ

6条27条-72 (a)
【評価条件】(荷重の
組合せ，圧⼒，⽐
重(密度))

重⼤事故等対処施設の機器・配管系の耐震計算で⽤いる
荷重の組合せ，圧⼒及び⽐重(密度)について設定の考え
⽅を説明する。 － 6条27条-70(b)及び(c)　に同じ

(a)
【評価条件】(荷重の
組合せ上の留意事
項)

建物・構築物の耐震計算で⽤いる荷重の組合せ上の留意
事項について説明する。 － ＜計算に関する基本⽅針等＞

　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(b)
【評価条件】(荷重の
組合せ上の留意事
項)

－

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(c)
【評価条件】(荷重の
組合せ上の留意事
項)

－

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(d)
【評価条件】(荷重の
組合せ上の留意事
項)

－ 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針
　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

6条27条-75 (a) 【評価条件】(許容限
界)

Ｓクラスの建物・構築物の耐震計算で⽤いる許容限界につ
いて設定の考え⽅を説明する。 － 　【Ⅲ-1-1】耐震設計の基本⽅針

6条27条-76 (a) 【評価条件】(許容限
界)

Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物の耐震計算で⽤いる許
容限界について設定の考え⽅を説明する。 － 　【Ⅲ-1-1-8】機能維持の基本⽅針

(a) 【評価条件】(許容限
界) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-2】有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(b) 【評価条件】(許容限
界) －

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-1-3-2-1】定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針

(c) 【評価条件】(許容限
界) － 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針

　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

6条27条-79 (a) 【評価条件】(許容限
界)

Bクラス及びCクラスの機器・配管系の耐震計算で⽤いる許
容限界について設定の考え⽅を説明する。 － 　【Ⅲ-1-1-11-1】配管の耐震⽀持⽅針

　【Ⅲ-1-1-11-2】ダクトの耐震⽀持⽅針

6条27条-80 (a) 【評価条件】(許容限
界)

常設耐震重要重⼤事故等対処設備が設置される重⼤事
故等対処施設の建物・構築物(常設耐震重要重⼤事故等
対処設備へ波及的影響を及ぼすおそれのある建物・構築物
も含む)の耐震計算で⽤いる許容限界について設定の考え
⽅を説明する。

－ 6条27条-75(a)　に同じ

6条27条-73

機器・配管系の耐震計算で⽤いる荷重の組合せ上の留意
事項について説明する。

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せに関する構造設計（重⼤事故等対処施設の
建物・構築物）

6条27条-60

【施設共通 基本設計⽅針】
設計⽤減衰定数（有限要素モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
設計⽤減衰定数（質点系モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
設計⽤減衰定数（標準⽀持間隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
安全機能を有する施設の建物・構築物の荷重の組合せ

6条27条-70

6条27条-61-1

6条27条-78

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（構造強度︓機器・配管系︓質点系モデ
ル）

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（構造強度︓機器・配管系︓標準⽀持間
隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（閉じ込め機能維持）

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｓクラスの建物・構築物の許容限界

第5条, 第26条
地盤
第6条, 第27条
地震による損傷の防⽌

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（電気的機能維持）

【施設共通 基本設計⽅針】
安全機能を有する施設の機器・配管系の荷重の組合せ（有
限要素モデル⼜はＢ，Ｃクラス）

【施設共通 基本設計⽅針】
安全機能を有する施設の機器・配管系の荷重の組合せ（質
点系モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
安全機能を有する施設の機器・配管系の荷重の組合せ（標
準⽀持間隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｓクラスの機器・配管系の許容限界（有限要素モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｓクラスの機器・配管系の許容限界（質点系モデル）

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｓクラスの機器・配管系の許容限界（標準⽀持間隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せに関する構造設計（重⼤事故等対処施設の
機器・配管系）

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せ上の留意事項（建物･構築物）

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せ上の留意事項（機器･配管系︓有限要素モデ
ル⼜はＢ，Ｃクラス）

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せ上の留意事項（機器･配管系︓質点系モデ
ル）

【施設共通 基本設計⽅針】
荷重の組合せ上の留意事項（機器･配管系︓標準⽀持間
隔）

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（構造強度︓建物・構築物）

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（構造強度︓機器・配管系︓有限要素モ
デル⼜はＢ，Ｃクラス）

【施設共通 基本設計⽅針】
Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系の許容限界

【施設共通 基本設計⽅針】
常設耐震重要重⼤事故等対処設備が設置される重⼤事故
等対処施設の建物・構築物の許容限界

【施設共通 基本設計⽅針】
機能維持の設計（動的機能維持）

機器・配管系の耐震計算で⽤いる減衰定数について設定の
考え⽅を説明する。

安全機能を有する施設の機器・配管系の耐震計算で⽤い
る荷重の組合せ，圧⼒及び⽐重(密度)について設定の考
え⽅を説明する。

Ｓクラスの機器・配管系の耐震計算で⽤いる許容限界につ
いて設定の考え⽅を説明する。

機器・配管系は，要求される機能を維持するために必要な
強度を有する構造であることを評価（機器︓有限要素，
質点系）にて説明する。

機器・配管系は，要求される機能を維持するために必要な
機能維持設計(当該機能が要求される各施設の特性に応
じた許容限界の設定)がされていることを評価にて説明する。

【施設共通 基本設計⽅針】
設計⽤減衰定数（建物・構築物）

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。
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評価項目一覧表 (MOX 説明グループ１に係る条文) 別紙１

条⽂ 評価に係る添付書類等
(評価条件は，評価条件の設定の⽅針を⽰す書類とする)

評価項⽬

※評価条件については適合性評価の中
の評価条件の設定の考え⽅で説明する

ため，「ー」とする。

解析・評価等の説明すべき項⽬
分類

（評価／評価条
件）

説明内容

<　>で関連する仕様表の機種と仕様項⽬を⽰す。

基本設計⽅針
番号

6条27条-81 (a) 【評価条件】(許容限
界)

常設耐震重要重⼤事故等対処設備以外の常設重⼤事
故等対処設備が設置される重⼤事故等対処施設の建物・
構築物の耐震計算で⽤いる許容限界について設定の考え
⽅を説明する。

－ 6条27条-76(a)　に同じ

6条27条-84 (a) 【評価条件】(許容限
界)

常設耐震重要重⼤事故等対処設備が設置される重⼤事
故等対処施設の機器・配管系(常設耐震重要重⼤事故等
対処設備へ波及的影響を及ぼすおそれのある機器・配管系
も含む)の耐震計算で⽤いる許容限界について設定の考え
⽅を説明する。

－ 6条27条-78(b)及び(c)　に同じ

6条27条-85 (a) 【評価条件】(許容限
界)

常設耐震重要重⼤事故等対処設備以外の常設重⼤事
故等対処設備が設置される重⼤事故等対処施設の機器・
配管系の耐震計算で⽤いる許容限界について設定の考え
⽅を説明する。

－ 6条27条-79(a)　に同じ

6条27条-89 (a) 【評価条件】(運⽤)
波及的影響を防⽌するよう現場を維持するための運⽤につ
いては，評価対象の選定に関係するため，評価において説
明する。

－ 　【Ⅲ-1-1-4】波及的影響に係る基本⽅針

(a) 【評価】

6条27条-22(a)　に同じ ＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-2-1-1】剛体設備の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-1】グローブボックスの耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-2】ラック／ピット／棚の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-3】搬送装置の耐震計算書
　【Ⅲ-2-2-2-2-2-4】遮蔽設備の耐震計算書

(b) 【評価】

6条27条-22(b)　に同じ ＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-1】排気筒の地震応答計算書
　【Ⅲ-2-2-2-1-1-1-2】排気筒の耐震計算書

6条27条-91 (a) 【評価】 6条27条-22(b)　に同じ 6条27条-90(b)　に同じ

6条27条-93 (a) 【評価】

機器・配管系の⼀関東評価⽤地震動（鉛直）の影響評
価を説明する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅲ-1-2-2-1】機器の耐震計算に関する基本⽅針
　【Ⅲ-2-2-1】　波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価⽅針
　【Ⅲ-2-4-1-2-1】機器・配管系の⼀関東評価⽤地震動(鉛直)に関する影響評価
＜計算書＞
　【Ⅲ-2-4-1-2-1 別紙1】　燃料加⼯建屋の⼀関東評価⽤地震動(鉛直)に関する影響評価結果

10条-11 (a) 閉じ込め 漏えい液受⽫の必要⾼さ 【評価】

漏えい液受⽫を有するグローブボックス及びオープンポートボッ
クスについて，グローブボックス及びオープンポートボックス内に
収納される貯槽等からの漏えい液の全量を漏えい液受⽫で
保持できる設計(漏えい液受⽫が必要な⾼さを有する設計)
であることの妥当性評価を説明する。

＜核物質等取扱ボックス(漏えい液受⽫)＞
・主要⼨法(⾼さ)　※許容限界(漏えい液受⽫⾼さ)
・主要⼨法(たて、よこ)　※漏えい液受⽫⾯積

10条-18 (a) 閉じ込め 施設外漏えい防⽌堰の必要⾼さ 【評価】

施設外漏えい防⽌堰について，液体廃棄物を内包する貯
槽等からの漏えい液の全量を施設外漏えい防⽌堰で保持で
きる設計(施設外漏えい防⽌堰が必要な⾼さを有する設計)
であることの妥当性評価を説明する。

＜施設外漏えい防⽌堰＞
・主要⼨法(⾼さ)　※許容限界(施設外漏えい防⽌堰⾼
さ)

第14条
安全機能を有する施設 14条個別-116 (a) 設定根拠 分析済液処理装置の系統性能と

しての容器等の容量等 【評価】

分析済液処理装置の系統設計としての仕様（容器等の容
量等）の設定根拠について評価として説明する。

<容器>
・容量
＜ろ過装置＞
・容量
<ポンプ>
・容量、吐出圧⼒/揚程、原動機出⼒
<主配管>
・外径、厚さ

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

【Ⅴ-1-1-3】
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書

第16条
搬送設備 16条-1 (a) 設定根拠 搬送設備の定格荷重 【評価】

搬送設備の容量について，搬送する容器等の重さを考慮し
た定格荷重を有することを評価として説明する。

<搬送設備>
・容量
<機械装置(機械装置・検査装置)>
・容量

16条ー①　搬送設備の必要容量(定格荷
重)に係る設定根拠 【Ⅴ-1-1-10】　搬送設備に関する説明書

17条-6 (a) 崩壊熱除去に係る必要換
気⾵量

貯蔵施設で取り扱う核燃料物質
の種類，含有率等の評価条件

【評価条件】(貯蔵施
設で取り扱う核燃料
物質)

崩壊熱除去に必要な換気⾵量算出のための評価条件とし
て，貯蔵施設で取り扱う核燃料物質の貯蔵量，Pu富化
度，Pu量を説明する。 ー 【Ⅴ-1-3】核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書

【Ⅴ-1-3-1】　貯蔵施設の除熱評価に関する説明書

17条-7 (a) 貯蔵容器⼀時保管設備の必要
容量等

貯蔵容器⼀時保管設備の構造から必要な量の核燃料物
質を貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-9 (a) 原料MOX粉末⽸⼀時保管設備
の必要容量等

原料MOX粉末⽸⼀時保管設備の構造から必要な量の核
燃料物質を貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-10 (a) ウラン貯蔵設備の必要容量等

ウラン貯蔵設備の構造から核燃料物質を必要な量の核燃
料物質を貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-11 (a) 粉末⼀時保管設備の必要容量
等

粉末⼀時保管設備の構造から必要な量の核燃料物質を貯
蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-12 (a) ペレット⼀時保管設備の必要容
量等

ペレット⼀時保管設備の構造から必要な量の核燃料物質を
貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-13 (a) スクラップ貯蔵設備の必要容量等

スクラップ貯蔵設備の構造から必要な量の核燃料物質を貯
蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-14 (a) 製品ペレット貯蔵設備の必要容
量等

製品ペレット貯蔵設備の構造から必要な量の核燃料物質を
貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-15 (a) 燃料棒貯蔵設備の必要容量

燃料棒貯蔵設備の構造から必要な量の核燃料物質を貯蔵
できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

17条-16 (a) 燃料集合体貯蔵設備の必要容
量等

燃料集合体貯蔵設備の構造から必要な量の核燃料物質を
貯蔵できることを評価により説明する。

＜ラック/ピット/棚＞
・容量

第10条
閉じ込めの機能
第21条
核燃料物質等による汚染
の防⽌

第17条
核燃料物質の貯蔵施設

設定根拠

常設耐震重要重⼤事故等対処設備への波及的影響

【施設共通 基本設計⽅針】
⼀関東評価⽤地震動(機器・配管系)

10条-①　液体の放射性物質の漏えい防
⽌に係る評価（漏えい液受⽫，施設外漏
えい防⽌堰）

　【Ⅴ-1-1-2-1】　安全機能を有する施設の閉じ込めの機能に関する説明書

6条27条-90

耐震重要施設への下位クラスからの波及的影響(機器・配管
系)

耐震重要施設への下位クラスからの波及的影響(建物・構築
物)

【施設共通 基本設計⽅針】
常設耐震重要重⼤事故等対処設備以外の常設重⼤事故
等対処設備が設置される重⼤事故等対処施設の建物・構築
物の許容限界

【施設共通 基本設計⽅針】
常設耐震重要重⼤事故等対処設備が設置される重⼤事故
等対処施設の機器・配管系の許容限界

【施設共通 基本設計⽅針】
常設耐震重要重⼤事故等対処設備以外の常設重⼤事故
等対処設備が設置される重⼤事故等対処施設の機器・配管
系の許容限界

【施設共通 基本設計⽅針】
波及的影響に係る機器設置時の配慮事項等

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。
【Ⅴ-1-3】核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書【評価】
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評価項目一覧表 (MOX 説明グループ１に係る条文) 別紙１

条⽂ 評価に係る添付書類等
(評価条件は，評価条件の設定の⽅針を⽰す書類とする)

評価項⽬

※評価条件については適合性評価の中
の評価条件の設定の考え⽅で説明する

ため，「ー」とする。

解析・評価等の説明すべき項⽬
分類

（評価／評価条
件）

説明内容

<　>で関連する仕様表の機種と仕様項⽬を⽰す。

基本設計⽅針
番号

(a) 建屋排気設備の換気⾵量

建屋排⾵機が，崩壊熱除去から要求される換気⾵量以上
の容量を有していることの妥当性評価を説明する。
なお，評価については，システム設計と合わせて説明する。
＜ファン＞
・容量

(b) グローブボックス排気設備の換気
⾵量

グローブボックス排⾵機が，崩壊熱除去から要求される換気
⾵量以上の容量を有していることを評価にて説明する。
なお，評価については，システム設計と合わせて説明する。
＜ファン＞
・容量

(c) 崩壊熱除去に係る評価 貯蔵施設の除熱評価 【評価】

建屋⼜はグローブボックスに設けられた給排気⼝から給排気
される空気が対流し，貯蔵施設の境界である建屋コンクリー
ト及びグローブボックスの温度が許容温度以下となることを評
価にて説明する。

17条ー②　貯蔵設備の除熱評価 【Ⅴ-1-3-1】　貯蔵施設の除熱評価に関する説明書

20条-16 (a) 設定根拠 建屋排⾵機の原動機等 【評価】

・建屋排気設備の系統設計としての仕様であるダクトの外
径・厚さ，建屋排⾵機の原動機出⼒設定根拠について評
価にて説明する。

＜ファン＞
・原動機出⼒
＜主配管＞
・外径、厚さ

設定根拠ー①　主配管の外径に係る設定
根拠
設定根拠ー②　ファン、ポンプの原動機出⼒
に係る設定根拠

【Ⅴ-1-1-3】
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書

20条-19 (a) 必要換気⾵量 建屋排気設備の換気⾵量 【評価】

・建屋排⾵機が，負圧維持，崩壊熱除去等から要求され
る換気⾵量以上の容量を有していることを評価にて説明す
る。
＜ファン＞
・容量

20条ー①　換気設備の排⾵機として必要
な換気⾵量の評価

【V-1-4】放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書（3.1.1(2)e.　気体廃棄物の廃棄設備の換気⾵
量）
【Ⅴ-1-1-3】設備別記載事項の設定根拠に関する説明書※

※ファンの容量の適合性評価については，【Ⅴ-1-4】の結果を引⽤する。

20条-21 (a) 設定根拠 ⼯程室排⾵機の原動機等 【評価】

・⼯程室排気設備の系統設計としての仕様であるダクトの外
径・厚さ，⼯程室排⾵機の原動機出⼒の設定根拠につい
て評価にて説明する。
＜ファン＞
・原動機出⼒
＜主配管＞
・外径、厚さ

20条-16(a)に同じ 【Ⅴ-1-1-3】
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書

20条-23 (a) 必要換気⾵量 ⼯程室排気設備の換気⾵量 【評価】

・⼯程室排⾵機が，負圧維持等から要求される換気⾵量
以上の容量を有していることを評価にて説明する。
＜ファン＞
・容量

20条-19(a)に同じ

【V-1-4】放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書（3.1.1(2)e.　気体廃棄物の廃棄設備の換気⾵
量）
【Ⅴ-1-1-3】設備別記載事項の設定根拠に関する説明書※

※ファンの容量の適合性評価については，【Ⅴ-1-4】の結果を引⽤する。

20条-25 (a) 設定根拠 グローブボックス排⾵機の原動機
等 【評価】

・グローブボックス排気設備の系統設計としての仕様であるダ
クトの外径・厚さ，グローブボックス排⾵機の原動機出⼒の
設定根拠について評価にて説明する。
＜ファン＞
・原動機出⼒
＜主配管＞
・外径、厚さ

20条-16(a)に同じ 【Ⅴ-1-1-3】
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書

20条-29 (a) 必要換気⾵量 グローブボックス排気設備の換気
⾵量 【評価】

・グローブボックス排⾵機が，負圧維持，崩壊熱除去等から
要求される換気⾵量以上の容量を有していることを評価にて
説明する。
＜ファン＞
・容量

20条-19(a)に同じ

【V-1-4】放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書（3.1.1(2)e.　気体廃棄物の廃棄設備の換気⾵
量）
【Ⅴ-1-1-3】設備別記載事項の設定根拠に関する説明書※

※ファンの容量の適合性評価については，【Ⅴ-1-4】の結果を引⽤する。

20条-46 (a) 設定根拠 低レベル廃液処理設備の系統性
能としての容器等の容量等 【評価】

低レベル廃液処理設備の系統設計としての仕様（容器等
の容量等）の設定根拠について評価として説明する。

<容器>
・容量
＜ろ過装置＞
・容量
<ポンプ>
・容量、吐出圧⼒/揚程、原動機出⼒
<主配管>
・外径、厚さ

【Ⅴ-1-1-3】
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書

23条-10 (a) グローブボックス排気設備の換気
⾵量

グローブボックス排⾵機が，グローブボックス等の負圧維持及
びグローブ破損時の空気流⼊⾵速の維持並びにオープン
ポートボックス及びフードの開⼝部からの空気流⼊⾵速の維
持に必要な換気⾵量を有していることを評価にて説明する。
＜ファン＞
・容量

23条-11 (a) ⼯程室排気設備の換気⾵量

⼯程室排⾵機が，⼯程室の負圧維持に必要な換気⾵量
を有していることを評価にて説明する。
＜ファン＞
・容量

23条-12 (a) 建屋排気設備の換気⾵量

建屋排⾵機が，燃料加⼯建屋の負圧維持に必要な換気
⾵量を有していることを評価にて説明する。
＜ファン＞
・容量

23条-21 (a) 構造強度 窒素循環設備の経路維持 【評価】

基準地震動Ｓｓによる地震⼒に対して，窒素循環設備の
経路を維持するために必要なファン，配管，ダクト及び機械
装置の耐震性について，評価にて説明する。

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

＜計算に関する基本⽅針等＞
　【Ⅴ-1-1-2-1-1】　地震時に窒素循環の経路維持が必要な設備に係る耐震設計
　【Ⅲ-4-1】　地震時に窒素循環の経路維持が必要な設備の耐震計算に関する基本⽅針
＜計算書＞
　【Ⅲ-4-2-1-1】剛体設備の耐震計算書

第23条
換気設備

負圧維持に係る必要換気
⾵量 【V-1-4　】放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書

17条-21

第20条
廃棄施設

【評価】

【評価】崩壊熱除去に係る必要換
気⾵量

23条-① グローブボックス等，オープンポート
ボックス，フードの負圧維持等に必要な換
気⾵量の評価

※
本⽂2.の添付書類の構成を踏まえた評価

項⽬の整理を踏まえて今後追記する。

 17条ー①　貯蔵設備の崩壊熱除去に必
要な換気⾵量の評価 【Ⅴ-1-3】核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書
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1

凡例︓

︓評価⽅法，評価条件等について説明する添付書類⼜は添付書類の章・項⽬

︓評価のインプット，アウトプットになる仕様表，添付書類⼜は添付書類の章・項⽬
評価と関連する構造設計等を記載する添付書類⼜は章・項⽬

評価パターンごとの評価に係る添付書類の構成を踏まえた評価項⽬の設定

【別紙2】

注︓現時点の提⽰資料は、説明グループ１に係る条⽂、設計説明分類の評価に係る添付書類の構成のみであり、
説明グループ２〜５に係る条⽂、設計説明分類に係る評価についても、順次作業し、追加していく。
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2

評価パターン（１）評価(計算)⽅針，評価(計算)書により説明するもの
【評価項⽬】 6条27条-① 耐震評価（機器︓有限要素，質点系）・・・等

Ⅲ-1-1-1 基準地震動Ｓｓ及び弾性
設計⽤地震動Ｓｄの概要

Ⅲ-1-1-2 地盤の⽀持性能に係る基
本⽅針

Ⅲ-1-1-3 重要度分類及び重⼤事故
等対処施設の設備分類の基本⽅針

Ⅲ-1-1-4 波及的影響に係る基本⽅
針

Ⅲ-1-1-5 地震応答解析の基本⽅針

Ⅲ-1-1-6 設計⽤床応答曲線の作成
⽅針

Ⅲ-1-1-8 機能維持の基本⽅針

Ⅲ-1-1-7 ⽔平2⽅向及び鉛直⽅向
地震⼒の組合せに関する影響評価⽅針

Ⅲ-1-1-9 構造計画、材料選択上の
留意点

Ⅲ-1-1-10 機器の耐震⽀持⽅針

Ⅲ-1-1-11-1 配管の耐震⽀持⽅針

Ⅲ-1-1-11-2 ダクトの耐震⽀持⽅針

Ⅲ-1-1-12 電気計測制御装置等の
耐震⽀持⽅針

Ⅲ-1-3-1-1 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)
の地震応答計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-2-2-1 機器の耐震計算に
関する基本⽅針

Ⅲ-1-2-1-1 建物・構築物の耐
震計算に関する基本⽅針

Ⅲ-1-2-2-2 ダンパの耐震計算
に関する基本⽅針

Ⅲ-1-3-1-2 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)
の耐震計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-3-2-1 定式化された計算式を⽤いて評価
を⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-3-2-2 有限要素モデル等を⽤いて評価を
⾏う機器の耐震計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-3-2-3 ダンパの動的機能維持評価に関す
る耐震計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-2 耐震計算に関する基本⽅針 Ⅲ-1-3 耐震性に関する計算書作成の基本⽅針

Ⅲ-1-3-1-3 地下⽔排⽔設備の耐震計算書作
成の基本⽅針

Ⅲ-2-1-1-1 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)
の耐震性に関する計算書＊

Ⅲ-2-1-2-1 定式化された計算式を⽤いて評価
を⾏う機器の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-1 耐震重要施設等の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-1-1-2 地下⽔排⽔設備の耐震性に関す
る計算書

Ⅲ-2-1-2-3 ダンパの耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-1-2-2 有限要素モデル等を⽤いて評価を
⾏う機器の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-2 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

Ⅲ-2-2-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設
の耐震評価⽅針 Ⅲ-2-2-2-1-1 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-2-2-2-1 定式化された計算式を⽤いて評価を⾏う機器の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-2-2-2-2 有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う機器の耐震性に関する計算書

Ⅲ-2-3 ⽔平2⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する影響評価
Ⅲ-2-3-1-1 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)の⽔平２
⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の組合せに関する影響評価

Ⅲ-2-4-1 ⼀関東評価⽤地震動(鉛直)に関する影響評価

Ⅲ-2-3-2-1 機器・配管系の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向
地震⼒の組合せに関する影響評価

Ⅲ-2-4-1-2-1 機器・配管系の⼀関東評価⽤地震動(
鉛直)に関する影響評価

Ⅲ-2-4-2 隣接建屋に関する影響評価
Ⅲ-2-4-2-1-1 建物・構築物の隣接建屋に関する影響
評価

Ⅲ-2-4-1-1-1 建物・構築物(⼟⽊構造物以外)の⼀
関東評価⽤地震動(鉛直)に関する影響評価

Ⅲ-2-4-2-2-1 機器・配管系の隣接建屋に関する影響
評価

2．耐震設計の基本⽅針

3．耐震重要度分類及び
重⼤事故等対処施設の

設備分類

4．設計⽤地震⼒

5．機能維持の基本⽅針

6．構造計画と配置計画

7．地震による周辺斜⾯
の崩壊に対する設計⽅針

8．ダクティリティに関する
考慮

9．機器・配管系の⽀持
⽅針について

10．耐震計算の基本⽅
針 ※1︓Ⅲ-1-2 耐震計算に関する基本⽅針へ

※換気設備の動的機能維持の対象となるファンを代表に
説明する。

解析モデルの設定，設計⽤地震⼒，減衰定数

拘束条件，固有周期，断⾯特性，材料特性

代表）換気設備（配管）

代表）換気設備（ダクト）

荷重の組合せ，構造強度、機能維持

⼨法，温度，圧⼒，⽐
重（密度）質量

荷重の組合せ，構造強度、
機能維持

拘束条件，固有周期，
断⾯特性，材料特性

代表）グローブボックス

代表）換気設備（ファン，フィルタ）解析モデルの設定，⼨法，温度，圧⼒，
⽐重（密度），断⾯特性，材料特性，
質量，設計⽤地震⼒，固有周期，荷重

の組合せ，構造強度，機能維持

拘束条件，固有周期，断⾯特性，材料特性

解析モデルの設定，
設計⽤地震⼒，
減衰定数

Ⅲ-1-1 耐震設計の基本⽅針

※1

設計⽤地震⼒

灰⾊字︓後次回の申請で⽰す範囲
⾚字 ︓代表設備
⻘字 ︓評価条件等

Ⅲ-2-3-1-1別紙1 波及的影響を及ぼす施設の⽔平２⽅向及び鉛直⽅
向地震⼒の組合せに関する影響評価結果

Ⅲ-2-3-1-1別紙1 機器・配管系の⽔平２⽅向及び鉛直⽅向地震⼒の
組合せに関する影響評価結果

Ⅲ-2-4-1-2-1別紙1 燃料加⼯建屋の⼀関東評価⽤地
震動(鉛直)に関する影響評価結果

Ⅲ-2-4-2-1-1別紙1 排気筒の隣接建屋に関する影響
評価結果

Ⅲ-2-4-1-2-1別紙1 燃料加⼯建屋の隣接建屋に関す
る影響評価結果

※解析モデルの設定等の考え⽅は，換気設備（ファン，フィルタ）と同様

※解析モデルの設定等の考え⽅は，グローブボックスと同様

評価対象部位，地震応答解析，設計⽤地震動⼜は地震⼒，荷
重の組合せ，許容限界

注︓今回、耐震評価は、機器（有限要素、質点系）の耐震計算に係る添付書類
構成のみを⽰している。今後、波及的影響評価、⽔平2⽅向等の耐震評価について
もまとめていく。

耐震計算書の全体構成
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3

評価パターン（１）評価(計算)⽅針，評価(計算)書により説明するもの

Ⅲ-1-2-2-1 機器の耐震計算に関する基本⽅針
2. 耐震設計のプロセス
3. 耐震設計プロセスの詳細
3.1 解析モデルの設定
3.1.1 解析モデルの選定
(1) 質点系モデル
(2) 有限要素モデル

3.1.2 解析モデルの設定条件
(1) ⼨法
(2) 拘束条件
(3) 温度
(4) 圧⼒
(5) ⽐重（密度）
(6) 断⾯特性
(7) 材料特性
(8) 質量

3.2 固有周期の算出

3.3 設計⽤地震⼒の設定
3.3.1 設計⽤地震⼒
3.3.2 減衰定数

3.4 荷重の組合せの設定
3.4.1 機械的荷重
3.4.2 積雪荷重，⾵荷重

3.5 許容限界の設定
3.5.1 構造強度評価における許容限界
3.5.2 機能維持評価における許容限界

・動的機能維持
・電気的機能維持
・閉じ込め機能維持

4. 計算式の設定
4.1 各モデルの計算式
4.2 疲労評価の計算式

【評価項⽬】 6条27条-① 耐震評価（機器︓有限要素，質点系）

Ⅲ-1-1-3 重要度分類及
び重⼤事故等対処施設の設
備分類の基本⽅針

Ⅲ-1-1-5 地震応答解析の
基本⽅針

Ⅲ-1-1-6 設計⽤床応答曲
線の作成⽅針

Ⅲ-1-1-8 機能維持の基本
⽅針

Ⅲ-1-1-10 機器の耐震⽀
持⽅針

Ⅲ-1-1-12 電気計測制御
装置等の耐震⽀持⽅針

仕様表
最⾼使⽤圧⼒

Ⅴ-1-1-4-1 安全機能を有する施設が使⽤さ
れる条件の下における健全性に関する説明書
3.2(1)b. 環境温度及び湿度による影響

Ⅴ-1-1-4-2 重⼤事故等対処設備が使⽤され
る条件の下における健全性に関する説明書
4.2(1)b. 環境温度及び湿度による影響

仕様表
最⾼使⽤温度

Ⅴ-1-1-4-2 重⼤事故等対処設備が使⽤され
る条件の下における健全性に関する説明書
4.2(1)a. 環境圧⼒による影響

Ⅴ-1-1-4-1 安全機能を有する施設が使⽤さ
れる条件の下における健全性に関する説明書
3.2(1)a. 環境圧⼒による影響

仕様表
・主要⼨法

⼜は外径・厚さ

仕様表
・設置床⼜は

保管場所・取付場所

仕様表
・主要材料
・主要⼨法⼜は外径・厚さ

⼨法の設定として，
主要⼨法，構造図，
設計図書の⼨法を
⽤いて設定する。

温度の設定として，構
造に応じて，仕様表⼜
は設計図書の最⾼使
⽤温度若しくは環境温
度を⽤いて設定する。

圧⼒の設定として，仕様表⼜は
設計図書の最⾼使⽤圧⼒若しく
は環境圧⼒を⽤いて設定する。

設計⽤地震⼒の設定と
して，機器の設置場所，
取付場所を踏まえて，
設定する。

構造図

構造図

構造図

構造図

⽐重（密度），断⾯特性，材
料特性，質量の設定として，構
造図，主要⼨法，主要材料，
設計図書を⽤いて設定する。

減衰定数の設定として，構造を踏まえて設
定する減衰定数を設定する。

構造図

拘束条件の設定として，⽀
持⽅針を踏まえた構造，設
計図書を⽤いて設定する。

構造図

解析モデルの設定とし
て，構造を踏まえ設
定する。

仕様表
・漏れ率 等

構造強度のほか，施設の特徴を踏まえて設
定する許容限界を設定する。※1※1 機能維持の関係については，別途整理

6条
27条
-①
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評価パターン（１）評価(計算)⽅針，評価(計算)書により説明するもの
【評価項⽬】 6条27条-① 耐震評価（機器︓有限要素，質点系）

【評価項⽬ 6条27条-① 耐震評価（機器︓有限要素，質点系）】
• Sクラス施設の耐震評価に係る設計プロセス，評価条件，評価⽅法，評価結果について説明する。

＜説明時期＞
• 6条27条-①は，耐震評価として，定型式を⽤いて評価を⾏う設備の代表となる換気設備及び有限要素モデル等を⽤いて評価を⾏う設備の代表とな

るグローブボックスは構造設計の説明を説明グループ１で⾏うため，説明グループ１において資料4を提出し，説明する。

(つづき)
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Ⅴ-1-1-2-1 安全機能を有する施設の閉じ込めの機能に関する説明書
２.基本⽅針
⇒全ての設計⽅針を記載する

3.施設の詳細設計⽅針
3.1 グローブボックス，オープンポートボックス，フード
3.1.1 グローブボックス，オープンポートボックス，フードの詳細設計⽅針
3.1.2 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価（漏えい液受⽫）

3.2 グローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設備

3.3 運搬・製品容器

3.4 液体状の放射性物質を取り扱う設備

3.5 施設外漏えい防⽌堰
3.5.1 施設外漏えい防⽌堰の詳細設計⽅針
3.5.2 液体の放射性物質の漏えい拡⼤防⽌に係る評価（施設外漏えい防⽌堰）

3.6 建物・構築物

3.7 換気設備

3.8 核燃料物質等による汚染の防⽌

4.準拠規格

10条ー①

仕様表
＜施設外漏えい防⽌堰＞

主要⼨法 ⾼さ

仕様表
＜核物質等取扱ボックス＞
漏えい液受⽫

主要⼨法 ⾼さ
主要⼨法 たて、横※

漏えい液受⽫の構造設計⽅針を
踏まえ，漏えい液受⽫で発⽣する
漏えい液位に対して，漏えい液受
⽫の⾼さが上回ることを説明する。

施設外漏えい防⽌堰の構造設計
⽅針を踏まえ，部屋内で発⽣する
漏えい液位に対して，施設外漏え
い防⽌堰の⾼さが上回ることを説明
する。

【評価項⽬】 10条ー① 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価（漏えい液受⽫，施設外漏えい防⽌堰）
評価パターン（２）適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせて説明するもの

【10条ー① 液体の放射性物質の漏えい防⽌に係る評価（漏えい液受⽫，施設外漏えい防⽌堰）】
• グローブボックス及びオープンポートボックス内に設置する液体状の放射性物質を内包する貯槽からの液体状の放射性物質の漏えいに対して，構造設計

の詳細設計⽅針で説明したグローブボックス及びオープンポートボックス底部を受け⽫構造とし，漏えいを防⽌するために必要な⾼さを有する構造とするこ
とについて評価で説明する。

• 部屋内に設置する液体状の放射性物質を内包する貯槽からの液体状の放射性物質の漏えいに対して，構造設計の詳細設計⽅針で説明した部屋に
設置する施設外漏えい防⽌堰が漏えいの拡⼤を防⽌するために必要な⾼さを有する構造とすることについて評価で説明する。

＜説明時期＞
• 10条ー①は，漏えい液受⽫に係るグローブボックス(オープンポートボックス，フード)の構造設計(説明グループ１) ，施設外漏えい防⽌堰に係る構造

設計(説明グループ３)が関連するため，説明グループ3の施設外漏えい防⽌堰の資料３と同時に資料4を提出し，説明する。

漏えい液受⽫の主様⼨法（⾼さ）を
許容値のインプットとして設定
漏えい液受⽫の主要⼨法（たて、横
）を評価条件である受⽫⾯積のインプ
ットとして設定。

施設外漏えい防⽌堰の主様
⼨法（⾼さ）を許容値のイ
ンプットとして設定

※漏えい液受⽫のうち，保持する
液体中の放射性物質濃度が技術
基準解釈で定める値以上となる漏
えい液受⽫は，加⼯第3種容器と
して，第15条 材料・構造の強度
計算を仕様表の主要⼨法(たて、
横、厚さ)を⽤いて計算する。
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評価パターン（２）適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせて説明するもの
【評価項⽬】 16条ー① 搬送設備の必要容量(定格荷重)に係る設定根拠

仕様表
＜搬送設備＞
・容量(定格荷重)

＜機械装置(機械装
置・検査装置)＞
・容量(定格荷重)

Ⅴ-1-1-2-1 搬送設備に関する説明書

3. 施設の詳細設計⽅針
3.1 必要な容量について
3.1.1 搬送設備の容量について
・搬送設備の容量（定格荷重）が，搬送する容器等の重さを上回る容量を有すること。
第3-2表 搬送設備の取り扱う容器等

3.2 搬送設備における落下防⽌等について

3.3 混合酸化物貯蔵容器，燃料棒及び燃料集合体の破損防⽌について

3.4 動⼒供給停⽌時の落下防⽌について

3.5 各搬送設備に関する設計について
第3-4表 各搬送設備における設計⼀覧 ※3.1〜3.4の搬送設備の設計結果をまとめた表

16条ー①

【16条ー① 搬送設備の必要容量(定格荷重)に係る設定根拠】
• 核燃料物質の搬送設備に対して、必要な容量として搬送設備で取り扱う最⼤荷重以上の定格荷重を有していることを説明する。
＜説明時期＞
• 16条ー①は，機械装置・搬送設備の構造設計（説明グループ１）が関連するため，説明グループ１において資料4を提出し，説明する。

搬送設備及び機械装置の仕様表に⽰
す容量（定格荷重）を許容値のイン
プットとして設定。

16条ー①

搬送設備の容量に係る構造
設計⽅針を踏まえ，搬送設
備で取り扱う最⼤荷重以上
の定格荷重を有していることを
説明する。

※機械装置の搬送能⼒を有する機器は，
機械装置を構成する機器のうち，加⼯・検
査のため，容器等を昇降，⽔平移動させる
搬送設備と同様な機能を有する機器を指す。
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評価パターン（２）適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせて説明するもの
【評価項⽬】 23条ー① グローブボックス等，オープンポートボックス，フードの負圧維持等に必要な換気⾵量の評価，

17条ー① 貯蔵設備の崩壊熱除去に必要な換気⾵量の評価，
20条ー① 換気設備の排⾵機として必要な換気⾵量の評価

Ⅴ-1-3 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書

3.施設の詳細設計⽅針
3.1 核燃料物質の貯蔵施設の設計
3.2 核燃料物質の貯蔵施設における崩壊熱除去の設計

3.2.1 崩壊熱除去に必要な換気⾵量の算出⽅法
3.2.2 崩壊熱除去に必要な換気⾵量で考慮する条件
3.2.3 各貯蔵施設における崩壊熱除去に必要な換気⾵量

17条-①

Ⅴ-1-4 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書

3.施設の詳細設計⽅針
3.1 気体廃棄物の廃棄設備
3.1.1 設計基準対象の施設
（1）設備構成
（2）設計⽅針

a. 気体廃棄物の処理能⼒
b. 気体廃棄物の廃棄設備の逆流防⽌
c. 気体廃棄物の廃棄設備の漏えいの拡⼤防⽌
d. 貯蔵施設の崩壊熱除去

e. 気体廃棄物の廃棄設備の換気⾵量
（a）換気⾵量の設計の考え⽅及び算出⽅法
（b）各排⾵機に必要となる換気⾵量と排⾵機の個数及び容量

Ⅴ-1-1-2-1 安全機能を有する施設の閉じ込めの機能に関する説明書

3.施設の詳細設計⽅針
3.1 グローブボックス，オープンポートボックス，フード
3.2 グローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設備

3.7 換気設備
3.7.1閉じ込め機能維持に係る換気設備の詳細設計⽅針
（1）換気設備の系統構成
（2）換気設備に対する要求事項
（3）換気設備に係る施設詳細設計⽅針

a.グローブボックス等，オープンポートボックス及びフードの
閉じ込め機能の維持に係る設計⽅針

（a）グローブボックス等の負圧維持並びにグローブボックス，
オープンポートボックス及びフードの空気流⼊⾵速の維持

（b）グローブボックス等，オープンポートボックス及びフードの閉じ込め機能を
維持するために必要なグローブボックス排⾵機の 容量について

b.⼯程室及び燃料加⼯建屋の閉じ込め機能の維持に係る設計⽅針
（a）⼯程室及び燃料加⼯建屋を負圧に維持するために必要な⾵量について
（b）⼯程室及び燃料加⼯建屋を負圧に維持するために必要な

⼯程室排⾵機及び建屋排⾵機の容量について

23条-①

23条-①

仕様表
＜ファン＞
・容量

Ⅴ-1-1-3-4-1 設備別記載事項の設定根拠に関
する説明書（気体廃棄物の廃棄設備）
2.設備別記載事項の設定根拠に関する設定⽅針
2.1ファン
・ 容量の設定根拠

設定根拠説明書のファンの
容量は，放射性廃棄物の
廃棄施設に関する説明書
の適合説明を呼び込む。

各排⾵機の容量を許容
値のインプットとして設定

20条-①

20条-①

(ⅲ) グローブボックス等の負圧維持に係る漏えい防⽌に係る構造設計､グロー
ブボックス，オープンポートボックス，フードの開⼝部⾵速維持に係る構造
設計を踏まえて､必要⾵量を設定。

(ⅳ) 換気設備によるグローブボックス等の負圧維持，グローブ破損時の空気
流⼊⾵速の維持並びにオープンポートボックス及びフードの開⼝部からの空
気流⼊⾵速の維持に係るシステム設計⽅針を踏まえ，グローブボックス排
⾵機が必要な⾵量を上回る排気⾵量を有していることを説明する。

(ⅴ) 換気設備による⼯程室⼜は建屋内を負圧維持に係るシステム設計⽅針
を踏まえ，⼯程室排⾵機⼜は建屋排⾵機が，必要な⾵量を上回る排
気⾵量を有していることを説明する。

(ⅳ)

(ⅴ)

(iii)

貯蔵設備の崩壊熱除去に必
要な各排⾵機の必要⾵量 換気設備として，負圧維

持，崩壊熱除去及び事
業許可に記載の処理能
⼒(総排気量)に対するシ
ステム設計等の設計⽅針
を踏まえて⾵量を設定する。

(1)最⼤処理能⼒⼜は次⼯程の検査等を考
慮して設定された核燃料物質量（HM量）
及び運転を考慮し保守的に設定されたPu富
化度をインプットとして設定。

(ii) 崩壊熱除去のシステム設計を踏まえて必
要な換気⾵量を説明する。

(i) (ii)

建具の漏れ量から算出した部屋の負圧維持に必要
な⾵量並びにGBの漏れ率から算出したGBの負圧
維持に必要な⾵量及びGB，OPB及びフードの開
⼝部⾵速維持に必要な⾵量について説明し，ファ
ンの容量の設定根拠のインプットとする。
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評価パターン（２）適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせて説明するもの

(つづき)

【23条-① グローブボックス等，オープンポートボックス，フードの負圧維持等に必要な換気⾵量の評価】
• グローブボックス排⾵機が，グローブボックス等の負圧維持，グローブボックスのグローブ破損時の空気流⼊⾵速の維持並びにオープンポートボックス

及びフードの開⼝部からの空気流⼊⾵速の維持に必要な⾵量を上回る排気⾵量を有していることを説明する。
• ⼯程室排⾵機⼜は建屋排⾵機が，⼯程室⼜は建屋排⾵機を負圧維持するために，異なる汚染区分の境界に設置する建具からの漏れ量を排

気する上で必要な⾵量を上回る排気⾵量を有していることを説明する。
【17条-① 貯蔵設備の崩壊熱除去に必要な換気⾵量の評価】
• 建屋排気設備⼜はグローブボックス排気設備の換気⾵量が，設計上の外気温度を考慮しても貯蔵施設での貯蔵量及び貯蔵する核燃料物質の

形態を考慮したPu量から算出した崩壊熱により排気温度がコンクリート⼜はグローブボックスの許容温度を下回るために必要な⾵量以上であること
を説明する。

【20条-① 換気設備の排⾵機として必要な換気⾵量の評価】
• 各排⾵機が，負圧維持，崩壊熱除去等から要求される換気⾵量以上の容量を有していることを説明する。

＜説明時期＞
• 17条-①は，崩壊熱除去に係る換気設備のシステム設計(説明グループ1) ，評価条件(貯蔵量)に係るラック/ピット/棚の構造設計（説明グル

ープ3）が関連するため，構造設計等の説明が出そろう説明グループ3で資料３と合わせて資料4を提出する。

• 23条-①は，負圧維持に係る換気設備のシステム設計(説明グループ1)，評価条件(グローブボックス等の漏れ量，開⼝部⾵速)に係るグローブ
ボックス(オープンポートボックス，フードを含む。)及びグローブボックスと同等の閉じ込め機能を有する設備の構造設計(説明グループ1、説明グルー
プ3)が関連するため，構造設計等の説明が出そろう説明グループ3で資料３と合わせて資料4を提出する。

• 20条-①は，換気設備のシステム設計(説明グループ1) ，評価条件（負圧維持の必要⾵量、崩壊熱除去の必要⾵量）に係る評価項⽬（
17条-①及び23条-①）を説明グループ3で説明することから，説明グループ3において資料4を提出し，説明する。

【評価項⽬】 23条ー① グローブボックス等，オープンポートボックス，フードの負圧維持等に必要な換気⾵量の評価，
17条ー① 貯蔵設備の崩壊熱除去に必要な換気⾵量の評価，
20条ー① 換気設備の排⾵機として必要な換気⾵量の評価
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評価パターン（２）適合性説明書において，構造設計等と評価を合わせて説明するもの
【評価項⽬】 17条ー② 貯蔵設備の除熱評価

Ⅴ-1-4 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書
２.基本⽅針
⇒全ての設計⽅針を記載する

3.施設の詳細設計⽅針
3.1 気体廃棄物の廃棄設備
3.1.1 設計基準対象の施設
（1）設備構成

a. 建屋排気設備
b. ⼯程室排気設備
c. グローブボックス排気設備

（d. 〜 f. 省略）
（2）設計⽅針

（a. 〜 d. 省略）
e. 気体廃棄物の廃棄設備の換気⾵量

（a）換気⾵量の設計の考え⽅及び算出⽅法
（b）各排⾵機に必要となる換気⾵量と排⾵機の個数及び容量

3.2 液体廃棄物の廃棄設備
3.3 固体廃棄物の廃棄設備

【17条-② 貯蔵設備の除熱評価】
• 貯蔵施設が設置される室⼜はグローブボックスに設けられた給排気⼝から給排気することで，貯蔵施設で発⽣する崩壊熱が除去され建屋コンクリートの

温度制限値及びグローブボックス最⾼使⽤温度以下であることを評価する。
＜説明時期＞
• 17条ー②は，崩壊熱除去に係るラック/ピット/棚の構造設計(説明グループ1) ，換気設備のシステム設計(説明グループ1) ，評価条件(貯蔵量)に

係るラック/ピット/棚の構造設計（説明グループ3），評価条件(設計換気⾵量)の評価項⽬（20条-①）(説明グループ3)が関連するため，全ての
説明が出そろう説明グループ3で資料３と合わせて資料4を提出する。

「20条-① 換気設備の排⾵機として必要な換気⾵量の
評価」の中で⽰す設計換気⾵量のうち，貯蔵設備を設
置するグローブボックス⼜は部屋の設計換気⾵量をインプッ
トとして設定する。

Ⅴ-1-3 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書

3.施設の詳細設計⽅針
3.1核燃料物質の貯蔵施設の設計⽅針

3.1.1貯蔵容器⼀時保管設備
3.1.2原料MOX粉末⽸⼀時保管設備
3.1.3ウラン貯蔵設備
3.1.4粉末⼀時保管設備
3.1.5ペレット⼀時保管設備
3.1.6スクラップ貯蔵設備
3.1.7製品ペレット貯蔵設備
3.1.8燃料棒貯蔵設備
3.1.9燃料集合体貯蔵設備

3.2核燃料物質の貯蔵施設における崩壊熱除去の設計
3.2.1崩壊熱除去に必要な換気⾵量の算出⽅法
3.2.2崩壊熱除去に必要な換気⾵量で考慮する条件
3.2.3各貯蔵施設における崩壊熱除去に必要な換気⾵量

17条-②

Ⅴ-1-3-1 貯蔵施設の除熱評価に関する説明書
2.基本⽅針

3.評価
3.1評価⽅法
3.2評価条件
3.3評価結果

最⼤処理能⼒⼜は
次⼯程の検査等を
考慮して設定された
核燃料物質量
（HM量）及び運
転を考慮し保守的に
設定されたPu富化
度をインプットとして
設定
(必要⾵量評価と同
じ条件を使⽤)

崩壊熱量算出のた
め、換気⾵量の評
価と同じPu1㎏当た
りの発熱量をインプッ
トとして設定し、評
価の判定基準として
建屋・GBの許容温
度を設定する。
(必要⾵量評価と同
じ条件を使⽤)

各貯蔵設備の崩壊熱除去を考
慮したシステム設計，構造設計
を踏まえて評価を説明する。

※

※除熱評価では崩壊熱除去の必要換気⾵量ではなく、
20条-①で崩壊熱除去や負圧維持等の必要換気⾵量
をもとに設定した設計換気⾵量をもとに評価を実施する。
このため、 3.2.3から除熱評価の評価条件に⽮印が伸び
ず、崩壊熱除去の必要換気⾵量を20条-①の評価のイ
ンプットとして伸ばしている。
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評価パターン（３）設定根拠説明書において説明するもの
【評価項⽬】 設定根拠ー① 主配管の外径に係る設定根拠

設定根拠ー② ファン、ポンプの原動機出⼒に係る設定根拠

【設定根拠ー① 主配管の外径、厚さに係る設定根拠】
• 主配管の外径、厚さに係る設定根拠について，説明する。
【設定根拠ー② ファン、ポンプの原動機出⼒に係る設定根拠】
• ファン、ポンプの原動機出⼒に係る設定根拠について，説明する。

＜説明時期＞
• 設定根拠-①、-②は，設計説明分類によらず，評価⽅法が基本的に同様となるため，設計説明分類の説明を実施する説明グループで適宜設定根拠を説

明し，後ろの説明グループは、追加説明が必要な差分情報を追加する形とする。
• 設計説明分類（換気設備）は，設定根拠の説明に際して，評価条件として評価項⽬（20条-①（説明グループ3））の結果である換気⾵量が必要で

あるため，説明グループ3とする。なお，設定根拠としての初回の説明は，設計説明分類(消⽕設備)の説明グループ2である。

Ⅴ-1-1-3-4-1 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（気体廃棄物の廃棄設備）
2.設備別記載事項の設定根拠に関する設定⽅針

2.1ファン
・ 原動機出⼒の設定根拠
2.3主配管
・ 外径の設定根拠
別紙1気体廃棄物の廃棄設備の各仕様の設定根拠

設定根拠ー①
設定根拠ー②仕様表

＜ファン＞
・容量
・原動機出⼒
＜主配管＞
・外径、厚さ

主配管の外径の設定値について説
明。
流速、流量を踏まえた説明を⾏う
ため、内径を算出する必要があり、
厚さもインプットとして設定。
※なお，設定根拠の項⽬を外径と
しているのは発電炉の設定根拠説
明書にならっている。

原動機出⼒の設定
値について説明
ファンの容量はイン
プットとして設定

Ⅴ-1-4 放射性廃棄物の廃棄施設に関する
説明書

主配管、原動機の設定根拠の説明に際して，⾵量
をインプットとして設定。

主配管、原動機の設定根拠の説明に際して， 「20
条-① 換気設備の排⾵機として必要な換気⾵量の
評価」の換気⾵量をインプットとして設定。
換気設備のシステム設計の⽅針を踏まえて、系統設

計の仕様である主配管の外径、厚さ、ファンの原動機
出⼒の設定値について説明する。
なお，ファンの容量の設定根拠説明書は，適合説

明書の結果の呼び込むことにより，説明する。説明グループ1の換気設備の設定根拠を踏まえてまとめているが
，今後、説明グループ2の消⽕設備，説明グループ3の液体の
放射性物質を取り扱う設備の添付書類の構成も追加していく。
上記の追加に際して、ポンプの揚程等も設定根拠として説明が
必要であるため、評価項⽬として追加を⾏っていく。
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設⼯認等週間スケジュール 参考

20 21 22 23 24
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅、資料４に係る記載⽅
針等の整理等）

上記ヒアリング終了後
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（本⽂、考え⽅に基づいた整理
結果（8、36条以外））

資
料
提
出
予
定

・今後の進め⽅（全体の進め⽅、資料４に係る記載⽅
針等の整理等）
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（本⽂、考え⽅に基づいた整理
結果（8、36条以外））

・耐震建物08修正版（10/6、10、30ヒアを踏まえた
修正）
・耐震建物08　指摘事項踏まえた反映⽅針及び反映箇
所

・DBの設計項⽬の整理（溢⽔・化学薬品）

27 28 29 30 1
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

10:00〜12:00
3Sに関する⾯談
・３Sインターフェイスに係る検討の進め⽅

資
料
提
出
予
定

・SAの要求事項の整理 ・３Sインターフェイスに係る検討の進め⽅
・DBの設計項⽬の整理（⻯巻、説明グループ１に関連
する⻯巻以外の事象等）

・設⼯認の基本設計⽅針に関する記載構成について
（濃縮）

・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）
・共通12（再処理説明グループ1）資料1〜3

・SAの要求事項の整理（DB基本設計⽅針との紐付）
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（考え⽅に基づいた整理結果
（8、36条））
・共通12（再処理説明グループ1）別添1
・事業部間整合を踏まえた設計審査委員会の運⽤、事
業変更許可申請書記載事項の整理等

4 5 6 7 8
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

上記ヒアリング終了後
（再/廃/M）審査会合資料ヒアリング
【対⾯希望】
・審査会合資料（案）

13:30〜
（濃）設⼯認に係る⾯談
・設⼯認の基本設計⽅針に関する記載構成について

13:30〜
（再/廃）⼊⼒地震動の策定に係るヒアリング
・追加調査　減衰定数に関するデータ（S波検層）及び
分析結果

資
料
提
出
予
定

・共通12本⽂、参考資料（資料４含む）
・共通12（MOX　説明グループ１）資料１〜３修正
版（審査会合を踏まえた修正）
・共通12（MOX　説明グループ１）資料４
・共通12（MOX　説明グループ１）に係る個別補⾜説
明資料

・追加調査　減衰定数に関するデータ（S波検層）及び
分析結果

・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）
・審査会合資料（案）

・SAの要求事項の整理（SAの設計項⽬の整理（グ
ルー1関係）、DB設計項⽬との関係整理（グループ
１））

⽉⽇
11⽉／12⽉

AM

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

PM

⽉⽇
12⽉

AM

PM

11⽉

10:00〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・SAの要求事項の整理

■：耐震 ■：共通・ＤＢ・ＳＡ ■：濃縮 ■：その他の⾯談/ヒアリング ■：審査会合関係

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・SAの要求事項の整理（DB基本設計⽅針との紐付）
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（考え⽅に基づいた整理結果
（8、36条））
・共通12（再処理説明グループ1）別添1

10:00〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・共通12（再処理説明グループ1）資料1〜3

PM

勤労感謝の⽇

AM

13:30〜
（再/廃）⼊⼒地震動の策定に係るヒアリング
【対⾯希望】
・耐震建物08修正版（10/6、10、30ヒアを踏まえた
修正）
・耐震建物08 指摘事項踏まえた反映⽅針及び反映箇
所

⽉⽇

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・共通12本⽂、参考資料（資料４含む）
・共通12（MOX　説明グループ１）資料１〜３修正
版（審査会合を踏まえた修正）
・共通12（MOX　説明グループ１）資料４
・共通12（MOX　説明グループ１）に係る個別補⾜説
明資料

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・DBの設計項⽬の整理（溢⽔・化学薬品）
・DBの設計項⽬の整理（⻯巻、説明グループ１に関連
する⻯巻以外の事象等）

10:00〜
設計プロセスの運⽤改善状況に関する⾯談
・事業部間整合を踏まえた設計審査委員会の運⽤、事
業変更許可申請書記載事項の整理等

審査会合希望
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設⼯認等週間スケジュール 参考

11 12 13 14 15
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

10:00〜
（再/廃）⼊⼒地震動の策定に係るヒアリング
・追加調査　表層地盤物性データ及び分析結果

資
料
提
出
予
定

・追加調査　表層地盤物性データ及び分析結果 ・審査会合資料（案）（AM）
・SAの要求事項の整理（DB基本設計⽅針との紐付）
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（考え⽅に基づいた整理結果
（全条⽂））
・共通12（再処理説明グループ1）別添1

・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）
・共通12本⽂、参考資料（資料４含む）
・共通12（MOX　説明グループ１）資料４
※審査会合資料の別添となる共通12本⽂、参考資料、
資料4を提出
・共通12（MOX　説明グループ１）に係る個別補⾜説
明資料

・審査会合資料（AM）

18 19 20 21 22
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

資
料
提
出
予
定

・今後の進め⽅（全体の進め⽅等） ・共通12本⽂、参考資料
・共通12（MOX　説明グループ１）資料４

25 26 27 28 29
⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦

資
料
提
出
予
定

・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

⽉⽇
12⽉

AM

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

PM

10:00〜
（再/廃/M）審査会合資料ヒアリング
【対⾯希望】
・審査会合資料（案）

PM

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・共通12本⽂、参考資料
・共通12（MOX　説明グループ１）資料４

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・SAの要求事項の整理（SAの設計項⽬の整理（グ
ルー1関係）、DB設計項⽬との関係整理（グループ
１））

⽉⽇
12⽉

AM

10:00〜
（再/廃/M）今後の進め⽅に関するヒアリング
【対⾯希望】
・今後の進め⽅（全体の進め⽅等）

⽉⽇
12⽉

AM

PM

13:30〜
（再/廃/M）共通12に関するヒアリング
・SAの要求事項の整理（DB基本設計⽅針との紐付）
・再処理施設及び廃棄物管理施設の説明グループの設
定に係る整理の考え⽅（考え⽅に基づいた整理結果
（全条⽂））
・共通12（再処理説明グループ1）別添1

審査会合希望
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